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概 要 
パチンコ産業は、戦後、在日韓国人を主な担い手として生まれ、大きく発展して、現在においても巨大な市場
規模を有している。しかしながら、昨今、パチンコホール経営会社の経営環境が非常に厳しくなっているとされ
ており、パチンコ産業の衰退が危ぶまれている。本研究では、パチンコホール経営会社がどのような社会的価値
を提供しているのか、および、パチンコホール経営会社の経営資源の転用によって新業態や新規事業を創造して
地方経済の活性化が可能ではないかについて検証する。また、それを受けて、パチンコ産業の将来像とその展望、
および、昨今、話題となっているカジノ開設による影響について考察する。 
まず、パチンコ産業の現状と課題について概観した上で、先行研究として、脳科学からの知見とマズローの欲
求階層論の立場から、顧客が何を求めてパチンコをするのかについての分析を確認した。また、現在、パチンコ
ホール経営会社が行っている新業態や新規事業について概観した上で、経営資源転用の必要性および可能性を検
討した。その上で、パチンコの社会的提供価値とパチンコホール経営会社による地方経済の活性化の可能性につ
いて仮説を構築した。そして、事業規模や営業地域が異なるパチンコホール経営会社 9 社および遊技機メーカー
1 社に対してインタビューを実施し、当該仮説の検証を行った。 
インタビューの結果、社会的提供価値との関係で、顧客に対して、癒しや幸福感を提供するだけでなく、いか
に大当たりを体験させることができるかが重要である可能性が示された。また、パチンコホール経営会社の新業
態や新規事業による地方経済の活性化について、阻害要因とその除去要因ならびに推進要因が存在する可能性が
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示唆された。そして、それらを受けて、パチンコ産業の将来性とその展望およびカジノ開設による影響について
考察した。 
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第１章 序章 
第一節 研究の背景・目的 
パチンコ産業は、戦後、在日韓国人を主な担い手として生まれ、発展してきた1。しかし
ながら、風俗営業として様々な規制の下にあるところ、近年、中小規模のパチンコホール
経営会社を中心に、経営が苦しい会社も多くみられる。パチンコホール全体の市場規模は
年々縮小し、店舗数も減少し続けており、パチンコ参加人数も年々減少している状況であ
る。 
一方で、パチンコホール経営会社の売上（貸玉料）は、2017 年でも 19 兆 5400 億円と巨
大であり、また、300 店舗を超える店舗数を有し、全国展開をしている大手パチンコホール
経営会社も存在する。これらの状況が示すように、パチンコは、業界全体の経営状況が徐々
に悪化しているものの、日本社会における娯楽産業として一定の地位を占めていることも
事実である。しかしながら、パチンコ産業に対するマイナスイメージは、いまだ払拭され
ておらず、そのことがパチンコ産業を取り巻く様々な問題の根源になっている2。 
このような状況の中で、パチンコ産業、特に、パチンコホール経営会社が、今後、どの
ような方向を目指していくべきかということは非常に重要な課題となっている。具体的に
は、パチンコはどのような価値を社会に提供することができるか、パチンコホール経営会
社がどのようなイノベーションを起こすことができるか等の問題である。これらの課題に
関する調査・研究を通じて、日本社会におけるパチンコ産業の将来像とその展望について
考察および提言することは、パチンコ業界全体に対して非常に有用である。また、これら
の調査・研究・考察・提言を通じて、パチンコホール経営会社に対する経営アドバイザー
としての自身の地位を確立する一助としたいと考えている。 
 
                                                 
1 姜(1996)は、パチンコホール経営会社のうち、「日本人業者は 25%前後、残りの 70%強は在日コリアンやチャイ
ニーズなど、定住外国人の経営によるものと言われている」とする。 
2 鍛冶(2015)は、パチンコのマイナスイメージを形成する要因として、「パチンコ関連企業や業界団体の脱税問
題、ゴト師やホール従業員が関与するホールでの不正機器の設置、ホールと暴力団などの反社会的組織との関係、
外部の諸団体も関与するパチンコを巡る利権問題、ホールや景品交換所での強盗および殺人事件の発生、ホール
店長や従業員による横領事件、ホール内の騒音や喫煙による不健康な遊技環境、パチンコによる依存症問題に関
連した諸事件など」を挙げる。これらの要因について現在においては改善されているものもあるが、新聞記事や
テレビニュース、書籍や雑誌などで継続的に取り上げられるため、いまだ、パチンコに対するイメージを悪化さ
せる要因となっている。 
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第二節 本論文の構成 
 第 2 章において、パチンコ産業の現状と課題を概観し、パチンコ産業の置かれた状況に
ついて確認する。各種データの分析の他、低貸玉営業やカジノ開設、パチンコホール経営
会社の経営課題にも触れる。 
第 3 章では、パチンコの社会的提供価値について考察する前提として、パチンコ顧客が
何を求めてパチンコをするのかについて先行研究を確認する。 
第 4 章では、パチンコホール経営会社による新業態や新規事業について概観するととも
に、経営資源の転用によって地方経済の活性化に繋げる必要性および可能性について考察
する。 
第 5 章においては、本研究の初期仮説を設定するとともに、その検証のための事例研究
の対象企業を選定する。対象企業としてのパチンコホール経営会社については、全国展開
をしている大手企業から数店舗を経営する中小規模の企業まで幅広く選定し、また、営業
地域についても、首都圏だけではなく、他の地域にも広げるようにした。 
第 6 章では、事例研究として、第 5 章で選定したパチンコホール経営会社 9 社および遊
技機メーカー1 社に対して行ったインタビュー内容を示す。 
第 7 章では、第 5 章において設定した初期仮説について、事例研究を通じて得られた知
見を基に考察を行い、修正仮説を提示する。 
第 8 章では、第 7 章までの内容を受けて、パチンコ産業が目指すべき将来像やカジノ開
設の影響などについて考察を加え、本論文の結論を述べる。 
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第２章 パチンコ産業の現状と課題 
パチンコ産業について論じるにあたり、パチンコ産業の現状と経営課題について分析す
る。 
第一節 パチンコホール経営会社の現状 
第一項 各種データの分析 
パチンコ産業は、昭和 20 年代に発生し、身近な大衆娯楽として発展していった。1980 年
に「フィーバー機」3、1981 年に「ハネ物」4が相次いで登場したことにより、空前のパチン
コブームとなり、大衆娯楽としての人気を不動のものとした。 
 
図表 ２-１：余暇市場における娯楽部門の市場規模 
 
（出所）株式会社ダイナム HP 
 
  
                                                 
3 センター下部のチャッカーに玉が入ると中央のドラムの絵柄とデジタル表示窓の数字が回転し、絵柄と数字の
組み合わせによって大当たりとなって、中央下部の特大チェッカーが一定時間開放され続けるシステムを有した
パチンコ遊技機。1980年 7月に株式会社三共（現・株式会社 SANKYO）が発売した「フィーバー」が起点となっ
た。 
4 下方に設けられたチャッカーに玉が入ることによって、中央にある役モノへのルートが開き、その役モノ内部
に設けられた入賞口に玉が入れば大当たりとなるパチンコ遊技機。1981年に平和工業株式会社（現・株式会社
平和）が発売した「ゼロタイガー」が起点となった。 
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図表 ２-２：パチンコ業と他業種との比較5 
 
（出所）株式会社ダイナム HP 
 
図表 ２-３：関連市場を含むパチンコ産業全体の構図 
 
（出所）谷岡一郎（1998）『現代パチンコ文化考』筑摩書房 
                                                 
5 ここでいう自動車主要 10社とは、トヨタ自動車株式会社、日産自動車株式会社、本田技研工業株式会社、ス
ズキ株式会社、マツダ株式会社、三菱自動車工業株式会社、富士重工業株式会社、ダイハツ工業株式会社、いすゞ
自動車株式会社、日野自動車株式会社をいう。 
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 現在においても、パチンコ業界は、日本社会に深く根付いており、一つの娯楽として広
く社会に認知されている。図表 2-1 のとおり、余暇市場における娯楽部門の市場規模として
は、全体の 41%を占めているところ、これは、広く一般に浸透している外食・酒場等と同
等の規模である。図表 2-2 のとおり、売上規模からすると、百貨店の 3 倍以上、総合スーパ
ーマーケットの約 1.5 倍であり、また、自動車主要 10 社を超える雇用を生み出している。
また、一般社団法人パチンコ・チェンストア協会が公表している「PCSA DATA BASE 2018」
によると、パチンコホール経営会社は、年間 709 億円の法人税を納付していると推計され
ており6、これは、全サービス業の法人税額の約 4.4%、全業種の法人税の 0.58%にあたる。
加えて、図表 2-3 のとおり、パチンコ関連市場という形で市場規模を算定すれば、さらに巨
大な産業とみるべきである。このように、パチンコ産業は、日本における一つの産業とし
て確固たる地位を築いており、日本経済において大きな役割を担っているということがい
える。 
 
図表 ２-４：遊技目的 
 
（備考）暇つぶし：空いた時間に暇つぶしとして遊ぶ 
    遊びとして：意識せずに、ゲームとして遊ぶ 
    勝ちへの期待も持つ：レジャーの範囲で遊ぶが、勝ちへの期待も持つ 
    実利を強く意識する：小遣い稼ぎなどの実利を強く意識する 
    収入源として：勝ちにこだわり、収入源として打つ 
（出所）(株)エンタテインメントビジネス総合研究所「パチンコ・パチスロプレーヤー調
査 2018」を元に筆者作成 
 
                                                 
6 同協会の正会員 5社からのアンケート回答結果を元に、回答数字を遊技台 1台あたりに換算し、平成 29年 12
月 31日現在の遊技台数（443万 6841台）からパチンコホール経営会社全体の納税額を類推したものである。
http://www.pcsa.jp/pdf_data/pcsa-data-base/database2018.pdf参照。 
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パチンコおよびパチスロ7の遊技目的についての調査を見てみると、図表 2-4 のとおり、
約 40%の顧客が「暇つぶし」および「遊びとして」遊技を行っている。また、「勝ちへの
期待も持つ」という顧客が約 40%いるが、この顧客もレジャーの範囲で遊ぶということが
前提となっている。これらの 3 項目を合わせた約 75%の顧客は、時間が空いた際の遊びと
してパチンコ遊技を行っている。このことからすると、パチンコは、日本社会に広く受け
入れられた身近な娯楽となっていると捉えることができる。 
 
図表 ２-５：パチンコホール経営会社の市場シェア 
 
（出所）山田コンサルティンググループ株式会社 HP 
 
図表 ２-６：パチンコホール経営会社の事業規模 
 
（出所）株式会社帝国データバンク「パチンコホール経営業者の経営実態調査」 
                                                 
7 法律上の正式名称は「回胴式遊技機」というが、本研究においては、一般的に認知されている「パチスロ」と
いう名称を使用するものとする。 
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パチンコホール経営会社は、数百店舗を有して全国展開を行っている大手企業や数十店
舗規模の中規模企業が存在するが、一方で、中小規模の企業が多く存在する。図表 2-5 のと
おり、最大手である株式会社マルハンや株式会社ダイナムであっても、市場シェアは 5%程
度に過ぎず、また、上位 10 社を合わせても 25%に満たない。また、図表 2-6 のとおり、パ
チンコホール経営会社としては中小規模にあたる年商規模 50 億円未満の企業が、全体の
70%を超えている。 
パチンコは、戦後、各地方において発展を遂げたため、地域に密着したパチンコホール
経営会社が多く存在する。また、新規出店には多額の費用がかかるため、容易に拡大する
ことができなかった。その結果、他業種と比べると、パチンコホール経営会社は、中小規
模の企業が多く存在しているという業界構造になっている。 
 
図表 ２-7：全国総貸玉料の推移 
 
（出所）公益財団法人日本生産性本部「レジャー白書 2018」を元に筆者作成 
 
パチンコホール経営会社の売上は、一般的に、貸玉料で計算される。貸玉料とは、顧客
が遊技するにあたって投入した金額である。 
図表 2-7 のとおり、全国総貸玉料は、2005 年の約 35 兆円をピークに年々減少しており、
2017 年には 20 兆円を割り込んだ。この大きな要因の一つとしては、高い射幸性や依存症問
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題などに対する社会的な批判を受け、国による規制と業界団体による自主規制が設けられ
たことが挙げられる。また、同時に、日本経済が長期的に停滞する中、インターネットや
携帯電話の普及などによって、若者を中心に娯楽の多様化が進み、パチンコへの依存度が
低下していったことも挙げられよう。さらには、後に触れる低貸玉営業が登場し、これが
拡大していったことにより、一人当たりの遊技金額が減少したことも要因の一つに挙げら
れるものと思われる。 
 
図表 ２-８：パチンコホール増収企業の割合推移 
 
（出所）株式会社帝国データバンク「パチンコホール経営業者の経営実態調査」 
 
図表 ２-９：パチンコホール経営会社数の推移 
 
（出所）株式会社矢野経済研究所「全国パチンコ経営企業数及び店舗数に関する調査」を基に筆者作成 
 
前述のとおり、全国総貸玉料が減少し続けているところ、図表 2-8 のとおり、パチンコホ
ール経営会社の増収企業も年々減少しており、2017 年度において、増収企業は 1 割に満た
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ない。このことは、パチンコの市場が縮小してきていることに伴って、パチンコホール経
営会社の経営環境が厳しい状況にあることを端的に示している。 
パチンコホール経営会社の厳しい経営環境を受けて、図表 2-9 のとおり、パチンコホール
経営会社の数は年々減少している。2006 年には 5000 社近くのパチンコホール経営会社が存
在したにもかかわらず、倒産や廃業、M&A による会社売却などによって、2017 年には 3000
社強にまで減少しており、今後も減少傾向が続くものと思われる。 
上記のとおり、市場規模が縮小する中、競争が激化しており、資金力に乏しい中小のパ
チンコホール経営会社が廃業しているケースが多く見られる。また、そのような中小のパ
チンコホール経営会社を他の企業が M&A したり、店舗を居抜き物件として取得したりと
いう事例も散見されるようになった。 
 
図表 ２-１０：パチンコホール店舗数および遊技機設置台数の推移 
 
（出所）警視庁「全国遊技場店舗数及び機械台数」を元に筆者作成 
 
パチンコホールの店舗数も年々減少している。図表 2-10 のとおり、1995 年には 18,000
店舗を超えていたが、2016 年には 11,000 店舗を割り込み、今後、10,000 店舗を下回る趨勢
である。 
一方で、遊技機の設置台数は横ばい状態が続いており、大きな変動は見られない。ここか
ら読み取れるとおり、1 店舗当たりの設置台数は増加傾向にあり、大型店が増えている現状
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にある。パチンコは身近な大衆娯楽として地域ごとの中小企業が多く存在していたが、市
場規模の縮小に伴う競争激化の中、大型店舗が増えてきたものである。 
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図表 ２-１１：パチンコ・パチスロ設置台数の推移 
 
（出所）警視庁「全国遊技場店舗数及び機械台数」を元に筆者作成 
 
パチスロは、1964 年に初めてパチンコホールに設置されたが、現在のパチスロ機と同様
のゲーム性を備えた機械が設置されたのは、1995 年以降である。パチンコに比べると、若
者が好む傾向にある。 
図表 2-11 のとおり、1990 年代中盤から、パチンコの設置台数が減少し、パチスロの設置
台数が増加した。これは、若者のパチスロ人気が上昇したことに加えて、人気のパチスロ
機が発売されたことによって、パチスロのファン自体が増加したことによる。 
しかしながら、2000 年代前半以降、パチンコとパチスロの設置台数に大きな変化はなく、
設置された遊技機台数のうち、約 60％がパチンコ、約 40％がパチスロという状態が継続し
ている。 
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図表 ２-１２：パチンコ参加人数と年間平均活動回数の推移 
 
（出所）公益財団法人日本生産性本部「レジャー白書 2018」を元に筆者作成 
 
パチンコ参加人数は、年々減少している。図表 2-12 のとおり、1995 年に 2900 万人であ
ったパチンコ参加人数は、若干の上下はあるものの、全体的には継続的に減少し、2017 年
には 900 万人に減少した。これは、機械の射幸性が上昇し、手軽に遊技できなくなる状況
の中、インターネットや携帯電話も含めた娯楽の多様化が進んだため、パチンコへの依存
度が低下したことが最大の要因であると思われる。 
一方、年間平均活動回数は、上下はあるものの、微増している。このことから分かると
おり、一定数のパチンコファンは存在しており、むしろ、パチンコ産業は、定期的に一定
回数以上、遊技を楽しむヘビーユーザーに支えられている状況が見て取れる。 
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図表 ２-１３：パチンコ産業に対するアンケート調査 
 
（備考）複数回答可 
世田谷市民大学(2012 年)：サンプル数 53。全員 65 歳以上 
    北海道大学(2012 年)：サンプル数 51。平均年齢 20 歳前後と推測 
    北海道大学(2014 年)：サンプル数 53。平均年齢 20 歳前後と推測    
（出所）韓載香(2018)『パチンコ産業史』17 頁 表序-2 を元に筆者作成 
 
パチンコ産業に対するイメージ調査によると、図表 2-13 のとおり、「ギャンブルであり、
なくして欲しい」と回答した割合は 25%以下であり、さほど高くない。また、「ギャンブ
ルであるが、特別に悪いとは思わない」と回答した割合は半数を超えており、特に若い世
代で高い。これらのことからすると、パチンコは、娯楽として社会に根付いていることは
確かであるが、若い世代を中心にパチンコに関心を持っていない割合が増えているようで
ある。 
一方で、「ネガティブで暗いイメージを持っている」と回答した割合が 30%もあり、パ
チンコに対してマイナスイメージを持っている者が一定程度いることも明らかになった。
また、一定割合が「パチンコと犯罪は深い関係がある」、「暴力団と関係がある」と回答
しており、特に、高齢者においては「暴力団と関係がある」と回答した割合が 40%と高く
なっており、これらのイメージが、パチンコに対するマイナスイメージの要因となってい
るものと考えられる8。 
                                                 
8 1992年 3月に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律が施行され、2007年 6月には、取引を含めた
反社会的勢力との一切の関係遮断を含む政府指針（企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針）が策
定された。加えて、2011年 11月には、全都道府県で暴力団排除条例が施行された。このような状況からして、
現在、暴力団関係者がパチンコホール経営会社の経営に介入することは、ほぼ不可能となっている。 
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第二項 各種データのまとめ 
以上のとおり、パチンコホール経営会社に関する各種データを分析すると、以下のよう
な現状が見て取れる。 
すなわち、現在においても、パチンコホール産業は、日本経済の一定の地位を占める巨
大産業である。パチンコは身近な娯楽として社会に根差しており、売上高（貸玉料）から
しても、雇用人数からしても、産業規模は非常に大きい。また、パチンコ関連市場まで含
めると、産業規模はさらに巨大なものといえる。そして、数百店舗を有する大手企業や数
十店舗規模の中規模企業が存在する一方、地域に根差した中小企業が多いという業界構造
を有する。 
しかしながら、規制の強化や余暇の多様化などによって、パチンコホール経営会社の経
営環境は厳しいものとなっている。市場規模が縮小している上、増収企業が全体の 1 割に
満たない状況である点からも分かる通り、業界全体の落ち込みが激しい。また、パチンコ
人口自体が減少し続けている中、ヘビーユーザーに依存する傾向にあり、また、集客のた
めに店舗の大型化が進んでいる。そして、そのような流れに付いていくだけの資金的余裕
のない中小規模のパチンコホール経営会社の中には、倒産や廃業、M&A などによって市場
から撤退する企業も多くみられる。 
パチンコに対するイメージは、廃止を望む割合はそれ程高くないものの、若い世代を中
心にパチンコに関心を持っていない割合が増えている。また、犯罪行為や暴力団との繋が
りという誤ったイメージが払拭されておらず、パチンコに対してマイナスイメージを持っ
ている者が一定割合、存在する。 
 
第三項 低貸玉営業の拡大 
遊技料金に関して、風俗営業適正化法9第 19 条および同法施行規則第 36 条第 2 項は、パ
チンコは一玉 4 円、パチスロは一枚 20 円に消費税等相当額を加えた金額を超えないことと
定めている。そして、従前、パチンコホールは、上記上限金額を遊技料金と設定して営業
を行っていた。低貸玉営業とは、上記上限金額を下回る遊技料金を設定して行う営業をい
う。現在では、低貸玉営業が全国的に広く行き渡っており、導入店舗の割合は 80％を超え、
また、低貸玉営業専門の店舗もよく見られる。また、低貸玉営業の中でも、「1 円パチンコ」、
                                                 
9 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 
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「5 円パチスロ」が主流ではあるものの、2 円パチンコ、0.5 円パチンコ、10 円パチスロな
どのように料金形態の多様化が進んでいる。 
その結果、図表 2-14 のとおり、設置遊技機数でいうと、低貸玉営業のパチンコが 27%、
低貸玉営業のパチスロが 7%を占めるようになっている。また、図表 2-15 のとおり、粗利額
で比較しても、低貸玉営業のパチンコが 16%、低貸玉営業のパチスロが 4%を占めている。 
 
図表 ２-１４：低貸玉営業の全国設置台数シェア 
 
（出所）ダイコク電機株式会社「ＤＫ－ＳＩＳ 2018」 
 
図表 ２-１５：低貸玉営業の全国粗利シェア 
 
（出所）ダイコク電機株式会社「ＤＫ－ＳＩＳ 2018」 
 
低貸玉営業は、2000 年代半ばに登場し、2000 年代後半には、広く全国に広がっていった。
その要因としては、遊技機の射幸性が高まり、また、日本経済の停滞によって娯楽に使え
20 
 
る資金が減少したことによって、一定数の顧客がそれまでのパチンコの遊技料金に経済的
に付いていけなくなったことが大きい。一方で、パチンコホール経営会社の中には、低貸
玉営業を積極的に拡大することによって集客をし、遊技機入替費用や宣伝広告費を抑える
など、コストカットを実現することによって薄利多売の営業戦略をとる企業が現れてきた。
また、低貸玉営業を前面に押し出すことはしないまでも、店舗の一部を低貸玉営業のエリ
アとし、顧客の懐具合に応じた遊技を可能とすることで、顧客の他店流出やパチンコ自体
をしなくなってしまうことを防ぐ狙いを持つパチンコホール経営会社も多かった。そして、
低貸玉営業によって成功しているパチンコホール経営会社は、遊技機の入替費用や宣伝広
告費などを中心に、低貸玉営業に耐え得るだけのコストカットや営業経費の適正使用を厳
格に行っており、そのことによって、パチンコホール業界全体として、コスト意識を向上
させるという効果を生んだ。 
もっとも、低貸玉営業における課題も明らかになってきている。近年、パチンコ顧客が
減少を続ける中で、一定の顧客が安い遊技代金で遊技するようになったことによって、パ
チンコホールの市場規模が減少したことが挙げられる。店舗の維持費や人件費、遊技機の
入替費用など、営業経費が一定程度、必要となる中で、売上や利益の減少は、一部のパチ
ンコホール経営会社の経営を圧迫している。特に、最近では、全国的に低貸玉営業が一般
化し、顧客に選択肢が与えられている状況にあり、低貸玉営業の間での競争が激化してい
るため、本来、集客を目的に低貸玉営業を開始したにもかかわらず、期待通りの集客がで
きずに、さらに売上および利益を低下させるという悪循環に陥るパチンコホールも見られ
る。 
 
第四項 日本におけるカジノ開設 
パチンコ産業において、ギャンブルという共通点を有するため、日本におけるカジノ開
設の最近の動きは注視せざるを得ない。 
日本におけるカジノ開設は、2000 年初頭以降、海外からの観光誘致を目的として、議論
がなされてきた。その論拠としては、海外事例を基に、カジノを開設すれば、海外からの
観光客が多数来日し、地方の活性化と税収増加が図れるというものであった。一方で、カ
ジノ開設にあたっては、ギャンブル依存症の問題や反社会的勢力の資金源となる、青少年
教育に悪影響となるなどの反対意見も根強く残っている。 
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そうした中、2016 年 12 月 15 日、国会にて、IR 整備推進法10が成立した。IR 整備推進法
は、特定複合観光施設を「カジノ施設及び会議場施設、レクリエーション施設、展示施設、
宿泊施設その他の観光の振興に寄与すると認められる施設が一体となっている施設であっ
て、民間事業者が設置及び運営をするもの」と定義した上で、特定複合観光施設区域の整
備の推進が、「観光及び地域経済の振興に寄与するとともに、財政の改善に資するもので
ある」としている。また、特定複合観光施設区域の整備の推進は、「地域の創意工夫及び
民間の活力を生かした国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現し、地域経済の振興に
寄与するとともに、適切な国の監視及び管理の下で運営される健全なカジノ施設の収益が
社会に還元されることを基本として行われるものと」し、国は、この基本理念に則って、
特定複合観光施設区域の整備を推進する責務を有するとされた。そして、政府は、IR 整備
推進法の施行後 1 年以内を目途として、首相を本部長とする推進本部の設置、カジノ規制
の基準づくり、ギャンブル依存症対策などを盛り込んだ実施法案を策定するものとされた。 
これを受けて、2018 年 7 月 20 日、IR 実施法11が成立した。現在、安倍晋三首相を本部長、
菅義偉官房長官および石井啓一国土交通大臣を副本部長とする政府特定複合観光施設区域
整備推進本部の基に設置された特定複合観光施設区域区域整備推進会議（有識者 8 名で構
成）において、カジノ開設に向けた具体的な議論が行われている。 
現在までのところ、日本におけるカジノ開設の主な概要は、以下のとおりである。 
 
①IR区域の認定は、まずは上限 3個所として法定する。 
②カジノ施設規模として、IR施設の延床面積の 3％以下に制限する。 
③日本人および日本在住外国人について、7 日間に 3 回、28 日間で 10 回という入場回数
制限を設ける。 
④日本人および日本在住外国人について、入場料として 1人 6000円を徴収する。 
⑤カジノ収益の 30％を納付金として国および自治体に納付するものとし、観光や地域経済
振興に充てる。 
⑥最初の認定から 7年経過後に箇所数を増やすかを検討する。 
 
                                                 
10 正式名称は、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律。 
11 正式名称は、特定複合観光施設区域整備法。 
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なお、2018 年 9 月末から同年 11 月 2 日までに 47 都道府県および 20 政令市を対象に行っ
た意向調査に対して、大阪府・市、和歌山県、長崎県が誘致申請を予定と回答し、東京都、
横浜市、千葉市、北海道が検討中と回答した。 
今後、2019 年夏から秋頃に監督機関であるカジノ管理委員会を設ける他、IR 設置個所を
選定する際の基準となる基本方針を策定する予定である。そして、手続が順調に進んだ場
合、早ければ 2020 年代半ばには日本初のカジノ開設が実現する見込みである。 
 
第二節 パチンコホール経営会社の経営課題 
パチンコホール経営会社には、パチンコ業界の現状を背景にして、特有の経営課題が存
在する。以下、それらを概観する。 
 
①経営理念の策定・浸透 
パチンコは、戦後、各地域に多くの中小ホールが誕生し、発展していった。また、ギ
ャンブル性を有する風俗営業であり、店舗側も顧客も荒っぽい言動をとる者が多かった
こともあり、パチンコ業界に対するイメージは決して良くなかった。そのような状況の
中で、経営理念といった点に注目するような会社は、ほとんど見られなかった。 
その後、大手および中規模のパチンコホール会社が現れるにつれて、経営理念が注目
され、その策定を行う企業が増えていった。 
例えば、株式会社マルハンは、1997 年、パチンコ業界を変えるという取組を継続し、
さらに進めるためには従業員の意識や考え方、目指すべき方向を一つにして共有するこ
とが必要であるとして、マルハンイズムを策定した12。マルハンイズムは、以下の 7 項目
で構成されている。 
 
(1) 経営理念：基本的な経営指針や存在価値を示す。 
(2)  ビジョン：経営理念に基づいて目指す企業像を示す。 
(3) 企業姿勢：社会に対する企業全体の取り組み方を表す。 
(4) 提供価値：事業活動を通して顧客に届けるものを示す。 
(5) 組織理念：チームとして成果を出すために重要な考え方を示す。 
                                                 
12 https://www.maruhan.co.jp/corporate/ism.html参照。 
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(6) 行動指針：従業員の行動規範を記す。 
(7) 社訓：心構えを示す。 
 
なお、参考までに、上記経営理念としては、「私たちは社業を通じ、人々に生きる喜
びと安らぎの場を提供し、心身のリフレッシュと明日への仕事の糧となることを念願し、
幸せで希望に満ちた明るく楽しい社会づくりに貢献します。」と定めている。 
もっとも、企業理念の策定も重要であるが、それを一人一人の社員に浸透させること、
そして、企業理念に基づいて具体的な行動に繋げることがより重要であり、その点が課
題となっている企業も多くみられる。 
 
②出店戦略 
パチンコホールの設置にあたっては、都市計画法および建築基準法に基づく地域地区
による規制の他、図表 2-16 のとおり、青少年保護などを主な目的として、条例による様々
な規制が設けられている。そのような規制の下、競合店舗と競争をしながらビジネス的
に優れた立地を確保することは容易ではない。  
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図表 ２-１６：委任条例の特定施設に関する規制の内容 
 
（出所）沢畑敏洋・松井大輔「パチンコ店の立地規制に関する条例の策定状況と規制内容」
都市計画論文集 Vol.52 No.3 2017 年 10 月 
 
パチンコホールは、当該店舗から一定距離の範囲を主な商圏とし、その商圏の顧客を
競合店と取り合うことになることから、新規店舗の開設は、当該商圏の顧客を新たに獲
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得し、大きな利益を生む可能性がある。一方で、パチンコホールを開設するにあたって
は多額の費用を要し、大型店舗を一から開設するとなると数十億円を投じることとなる
ため、新規出店の失敗は、当該会社に対して深刻なダメージを与え得ることとなる。し
たがって、パチンコホール経営会社にとって、出店戦略は、企業の成長および発展、生
存にとって極めて重要である。 
近年、パチンコホール経営会社の競争が激化し、各企業の利益率も低下している。そ
のため、新規店舗の開設のために投じた多額の費用を回収することが容易でなくなって
きている。そのような状況の中で、出店にあたる投資金額と回収予想金額をより厳密に
管理する企業が増えている。また、M&A を通じて一定地域の複数店舗を取得して当該
地域に一挙に進出したり、廃業や閉店をした店舗を居抜きで取得したり、また、新規店
舗の内装を簡素化したりするなどして、新規店舗の開設費用を抑える戦略をとる企業が
増えている。 
一方で、株式会社ダイナムを中心として、チェーンストア理論に基づいて多店舗展開
をする企業がみられる。一定の数値データ基準に基づいて店舗設置場所を選定し、画一
的な外観および内装の店舗を展開している。このような戦略によって、出店費用や運用
費用を抑え、また、スケールメリットを享受している。 
 
③遊技機の入替戦略13 
パチンコホールで設置する遊技機は、一般財団法人保安通信協会の型式試験を受けた
後、各都道府県の公安委員会に申請を行い、はじめて市場に発売される。そして、遊技
機の検定有効期間は検定公示日から 3 年間とされており、さらに、検定有効期間の満了
前に認定申請を行って認定を受けられれば、1 度に限り、認定公示日から 3 年間の認定
有効期間が与えられる。検定有効期間や認定有効期間にない遊技機14は部品の交換ができ
ない上、故障したままの遊技機を用いて営業を行ったパチンコホールに対しては、正常
な性能を損なう遊技機での営業を行ったとして、処罰の対象となる。また、検定有効期
間や認定有効期間にない遊技機については、遊技機の規制改正によって規制内容に合致
しなくなった場合には撤去を強いられることになる。 
                                                 
13 部分的に遊技機を入れ替えて、新しい遊技機をもって営業を再開することを、一般的に「新装開店」という。 
14 「みなし機」といわれる。 
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また、パチンコ顧客は、一般的に新しい遊技機を好む傾向にある。パチンコも娯楽の
一つであるため、より新しい遊技機、よりおもしろい遊技機で遊びたいと望むことは、
顧客の嗜好として当然である。 
このように、パチンコホールは、一定期間で設置している遊技機の入替を行う必要が
あるが、図表 2-17 のとおり、遊技機の価格は徐々に高額化しており、現在、一台当たり
約 40 万円程度となっている。また、パチンコホールにおいては、2 週間に 1 回程度、新
たな遊技機を購入して店舗の一部の遊技機を入れ替えるのが一般的となっている。加え
て、パチンコホールも顧客に好まれる遊技機を選定するように努力しているが、新しい
遊技機は、実際に設置してみないと顧客から支持されるかが分からない場合も多く、人
気が出なかった遊技機は短期で取り外す必要が生じる場合も多い。 
したがって、パチンコホールとしては、遊技機規制への対応として、また、集客の一
つの手法15として、遊技機の入替を行う必要があるが、一方で、営業コストの増大を招く
大きな要因ともなっており、各店舗の経営戦略に合わせて遊技機の適切な入替戦略を策
定して実行することが肝要である。 
 
図表 ２-１７：遊技機価格の推移 
 
（出所）山田コンサルティンググループ株式会社 HP 
 
                                                 
15 韓(2018)は、遊技機の入替の役割について「総合的に新しい顧客を開拓するための積極的営業活動にも、近
隣ホールを牽制する防御的対策にも、設置されている機械にマンネリを感じた常連客を引き止めるための消極的
営業手段にもなる」とする。 
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④広告宣伝 
前述のとおり、遊技機は検定などを通過したものだけが流通するものであるから、遊
技機の種類自体は画一化している。もちろん、人気の遊技機について、どれだけ適切な
タイミングで、どれだけの数を店舗に設置できるかが集客に大きな影響を与えることは
確かであるが、遊技機の性能によって他店との差別化を図ることには限界がある。 
そのような中で、パチンコ店が行う集客としては、広告が一つの手段となる。もっと
も、風俗営業適正化法第 16 条において「風俗営業者は、その営業につき、営業所周辺に
おける正常な風俗環境を害するおそれのある方法で広告又は宣伝をしてはならない」と
されており、パチンコホールに関しては、広告や宣伝の内容が、著しく射幸心をそそる
おそれのある行為が行われていること、または、風俗営業適正化法違反の疑いのある行
為を行っていることをうかがわせる場合は、同条による規制の対象となる。 
具体的には、禁止される広告の例として、警察庁による通達16において以下のようなも
のが挙げられている。 
 
(1)入賞を容易にした遊技機の設置をうかがわせる表示 
・「甘釘」 
・「特選台」 
・「リニューアルオープンから○日目」、「グランドオープンから○日目」、「新
装開店から○日目」等 
 
(2)大当たり確率の設定変更が可能な遊技機について設定状況等をうかがわせる表示 
   ・「○大量投入」 
※ ○は設定を示す数字 
・「ROCK」、「LOCK」 
・「朝一高確率スタート」 
 
 
 
                                                 
16 「ぱちんこ営業における広告、宣伝等に係る風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律違反の取締
り等の徹底について」（警察庁丁保発第 102 号 平成 24 年 7 月 13 日） 
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(3)賞品買取行為への関与をうかがわせる表示 
賞品買取所の所在地及び賞品買取所における特定の賞品の買取価格等を直接的又
は間接的にうかがわせる数字、文字、記号、イラスト等（ぱちんこ営業の客一般に賞
品買取所における特定の賞品の買取価格等をうかがわせるものとして通用する隠語
又はこれに類する表現を含む。）の表示であって、具体的には次のようなものを含む。 
・「○円交換」 
・「等価交換」 
・「高価交換」 
 
(4)遊技客が獲得した遊技玉等の数を示し、これに付随して賞品買取所における買取価
格等を直接的又は間接的に示す表示 
・出玉ランキング表等にそれぞれの出玉に応じた賞品買取所における買取価格等を
併記した表示 
 
(5)著しく多くの遊技玉等の獲得が容易であることをうかがわせる表示 
・「大放出○万枚」 
・玉箱を重ねるなど著しく多くの遊技球等を獲得した状況を示す表示 
・実際に獲得されたものではない遊技球等を収めた玉箱を客室エントランス部等に
強調して積み上げる表示 
 
(6)風俗営業適正化法第 19 条17の遊技料金等の規制等に違反する行為が行われることを
直接的又は間接的に示す表示 
・「大特価賞品」 
・「無料引換券」 
・「50％off 景品チケット」 
 
                                                 
17 まあじやん屋、ぱちんこ屋その他設備を設けて客に射幸心をそそるおそれのある遊技をさせる営業を営む風
俗営業者は、「国家公安委員会規則で定める遊技料金、賞品の提供方法及び賞品の価格の最高限度（まあじやん
屋を営む風俗営業者にあつては、遊技料金）に関する基準に従い、その営業を営まなければならない。」 
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(7)遊技の結果について客の技量により崔が生じる余地をなくしていることをうかがわ
せる表示 
・ハンドル固定を助長するような表示 
・目押しサービスを受けられることをうかがわせる表示 
 
以上のような広告規制に抵触しないように留意するとともに、費用対効果をきちんと
検討した広告戦略を実践し、無駄な宣伝広告費をかけないようにすることが大切である。 
 
⑤人材確保・人材教育  
パチンコ業界は、マイナスイメージが強く、また、以前は、荒っぽい顧客が多い、煙
草の煙やパチンコ遊技の音などによって労働環境が悪い、パチンコ玉の移動など、重労
働であることなどから、従業員として優れた人材を確保することが難しかった。一方で、
顧客の方も出玉の大小、遊技機のおもしろさにのみ注目し、パチンコホール内の付帯サ
ービスにはたいして気を使わなかったことから、パチンコホール経営会社においても、
顧客へのサービス向上という意識は薄く、施設設置産業の面が強かった。また、そのよ
うな業界意識が業界に対する一般人のイメージ低下を招くという負のスパイラルにあっ
た。また、そのような状況だったため、離職率も高く、人材教育に費用や時間を割く企
業は少なく、多くの企業は離職防止や不正防止の方に注力していた。 
しかしながら、パチンコ産業が巨大化し、また、パチンコホール経営会社の間の差別
化要因も少なくなっていったところ、1990 年代前半頃から、株式会社マルハンや株式会
社ダイナムなどは、顧客満足度を重視し、パチンコホールをサービス業として位置付け、
人材確保および人材教育に力を入れた。顧客の趣向としても、単に出玉を期待できる店
舗に行くよりは、快適な環境や優れたサービスを受けられる店舗を選択するようになり、
パチンコホール経営会社における人材確保および人材教育の重要性が高まった。 
現在、いずれのパチンコホール経営会社においても人材確保および人材教育の重要性
が認識されており、様々な取組を行っている。また、大手パチンコホール経営会社を中
心に、他業種との比較においても遜色ない労働条件を提示しており、一流大学を卒業し
た新卒者を採用するなどしている。また、社員に対する人材教育を継続的に行い、経営
理念の浸透と社員の能力向上を図っているパチンコホール経営企業も多く存在する。も
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っとも、業界に対するマイナスイメージは根強く、人材確保および人材教育は、引き続
き、パチンコ業界の課題である。 
 
第３章 先行研究 
パチンコの将来像を考察するにあたって、パチンコがどのような社会的価値を提供して
いるのかを分析することが必要である。今後、パチンコ業界がどのような方向性を目指し
ていくべきかという考察の前提として、パチンコ顧客が何を求めてパチンコをするのかと
いう本質的な分析は欠かすことができないからである。 
この点に関連して、先行研究として、脳科学によるパチンコ顧客の分析およびマズロー
の欲求階層論を取り上げる。 
 
第一節 脳科学によるパチンコ顧客の分析 
様々な研究者の研究結果によると、人間の行動の 90％は無意識的なものであり、意識的
な行動はわずか 10％に過ぎないとされている18。そして、無意識的な行動は、脳内で信号を
伝達される際に分泌される神経伝達物質の働きによって、その多くを支配またはコントロ
ールされている。現在、それぞれの神経伝達物質の働きがすべて判明しているわけではな
いが、神経伝達物質のいくつかが、人間の感情や心の動き、それによって引き起こされる
具体的行動に大きな影響を与えることが判明している。したがって、外部刺激によってど
のような神経伝達物質が分泌されるのか、分泌された神経伝達物質がどのような作用をも
たらすのか等を研究する脳科学は、消費者の行動や嗜好などを分析するために有用である
ため、経営学に対しても重要な示唆を与えるものである。 
神経伝達物質には数十種類あるとされているが、以下、主だったものについて、その特
徴を簡単に述べる。 
 
①ノルアドレナリン 
興奮性の神経伝達物質で、交感神経を刺激することで、脳を覚醒させ、心臓の鼓動を
高め、エネルギー源や酸素を筋肉などに大量に供給して、全身を臨戦態勢にする。不安
                                                 
18 例えば、ジェラルド・ザルトマン著 藤川桂則・阿久津聡訳(2015)『心脳マーケティング』ダイヤモンド社。 
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や怒りなど、ストレスを感じた時に分泌され、人の活動を活発化させ、物事に注意を向
け、集中させる働きを有する 
 
②エンドルフィン 
ストレスがかかった状態で分泌される充足系快感物質であり、ストレス状態の中、安
堵感や喜び、幸福感を見い出す。 
 
③ドーパミン 
快感をつかさどる報酬系 と密接な関係を有する興奮系快感物質であり、行動を起こす
きっかけとなる。分泌が増えると、集中力、楽しさ、心地よさなどが高まり、やる気や
自発性が生まれる。 
 
④セロトニン 
脳の興奮を抑え、不安を制御する物質であり、感情や気分のコントロール、精神の安
定、意欲のコントロールに深く関わっている。ノルアドレナリンやドーパミン等を調整
し、癒しや幸福感を生む。 
 
パチンコ顧客の脳内では、どのような脳内物質が分泌されているのか。この点、篠原
(2002)19は以下のように分析する。 
すなわち、人はストレス状態になると、ノルアドレナリン系が活性化し、物事に対して
注意・集中をするようになる。また、ストレス物質と並行してエンドルフィンが分泌され、
安堵感や幸福感を感じるようになる。また、エンドルフィン分泌はドーパミン分泌を促し、
快感につながる報酬系が活性化する。さらには、ノルアドレナリンやドーパミンの分泌は、
それらの量を調整するセロトニンの分泌に繋がり、セロトニンの働きによって、癒しや幸
福感を得られるようになる。 
これをパチンコに当てはめると、図表 3-1 のとおりである。すなわち、パチンコ顧客は、
資金を注ぎ込んで遊技をしており、資金がどんどん減っていくことにストレスを感じてい
る。思ったとおりに当たりが出ず、また、大当たりが期待できるリーチや大当たりリーチ
                                                 
19 篠原菊紀（2002）「僕らはみんなハマってる－脳からみた快感と依存の論理―」オフィスエム 
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が発生したのに外れることにも、大きなストレスを感じている。このようなストレス状態
の中、リーチがかかるとノルアドレナリンが分泌され、注意や集中が高まった状態になる。
また、期待リーチが出て大当たりが期待できるようになったり、実際に大当たりが出たり
すると、エンドルフィンが分泌され、安堵感が得られる。また、エンドルフィンはドーパ
ミンの分泌を促すので、大当たり後には、ドーパミンの働きによって大きな快感を得られ
る。さらには、ノルアドレナリンやエンドルフィン、ドーパミンの分泌は、それらの働き
を調整するセロトニンの分泌を促し、癒しや幸福感を生じさせる。このように、パチンコ
の遊技の流れに合わせて各種の神経伝達物質が分泌され、その神経伝達物質の働きによっ
て注意・集中、安堵、快感、癒し・幸福感のサイクルが形成され、そのサイクルが一定時
間、継続して作用することで、パチンコに夢中になってリピーター化するのである。 
 
図表 ３-１：パチンコと神経伝達物質 
 
（出所）筆者作成 
 
また、パチンコを好む者にパチンコホールの通常の営業時間に自らのお金でパチンコを
してもらいながら、血中のエンドルフィンおよびドーパミンの濃度を測定した。そうした
ところ、図表 3-2 および図表 3-3 のとおり、週 10 時間以上のパチンコ遊技をするヘビーユ
ーザーは、そうでない者と比較して、約 2 倍のエンドルフィンやドーパミンが分泌される
ことが明らかになった。 
加えて、人間は優れた記憶力を有しているため、経験や学習によって「快感の予測によ
る快感」を得ることが可能となる。パチンコでいえば、パチンコ遊技による快感・癒しサ
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イクルを何度も経験することによって、パチンコ店に入店するだけでエンドルフィンやセ
ロトニンの分泌が増大することが分かっている。 
したがって、顧客はリピーター化することによって、ノルアドレナリン、エンドルフィ
ン、ドーパミン、セロトンの神経伝達物質の分泌の流れがさらに活性化し、パチンコに夢
中になって、さらにリピーター化するということになる。 
 
図表 ３-２：パチンコ習慣とβ-エンドルフィン 
 
（出所）篠原菊紀（2002）「僕らはみんなハマってる－脳からみた快感と依存の論理―」オフィスエム 
 
図表 ３-３ パチンコ習慣とドーパミン 
 
（出所）篠原菊紀（2002）「僕らはみんなハマってる－脳からみた快感と依存の論理―」オフィスエム 
 
パチンコは、ギャンブル性を有する。そして、ギャンブルに対する一般的なイメージか
らすると、単純に儲けや興奮を求めて遊技しているのではないかとも考えられる。しかし
ながら、パチンコ顧客の脳内で分泌される神経伝達物質との関係で厳密に分析してみると、
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ストレス環境での注意・集中、安堵、快感と、それらの調整物質としてのセロトニンがも
たらす癒し・幸福感という快感・癒しサイクルによって、パチンコ顧客は、パチンコに夢
中となり、リピーター化していくいうことが分かる。 
 
第二節 マズローの欲求階層論 
マズロー(1987)20は、人間は「相対的にあるいは一段階ずつ段階を踏んでしか満足しない
ものであり」、「いろいろな欲求間には一種の優先序列の階層が存在する」と説明した。
その上で、図表 3-4 のとおり、低次の欲求から順に、生理的欲求、安全欲求、所属と愛の欲
求、承認欲求、自己実現欲求という基本的欲求を有すると分析した。すなわち、人間の最
も根源的な生命維持に関わる生理的欲求（酸素、食物、飲料、睡眠、性など）がある程度
満たされると、外界に対する防衛的態度の現れである安全欲求（身の安全、不安や混乱か
らの自由、構造や秩序や法など）が生じる。そして、生理的欲求と安全欲求が満たされる
と、所属と愛の欲求（孤独や追放された状態を避ける、共同体の一員に加わろうとする、
周囲から愛情深く暖かく迎えられたいと思うなど）が現れ、これが満たされると、承認欲
求が芽生えてくる。この承認欲求は、自己の自己に対する評価への欲求（強さ、達成、適
切さ、熟達と能力、世の中を前にしての自信、独立と自由などに対する願望）と、他者か
らの評価に関する欲求（評判、信望、地位、名声と栄光、優越、承認、注意、重視、威信、
評価度に対する願望）に二分される。そして、承認欲求が満たされると、人が潜在的に持
っているものを開花させて自分がなり得るすべてものになり切りたいという自己実現欲求
が現れる。 
 
図表 ３-４：マズローの欲求階層論 
 
（出所）筆者作成 
                                                 
20 A.H.マズロー著 小口忠彦訳(1987)『人間性の心理学』産業能率大学出版部 
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また、上記のとおり、承認欲求には自己の自己に対する評価への欲求が含まれているが、
篠原(2002)21によると、自己の自己に対する評価への欲求とは、自己肯定感、すなわち、自
尊心を持ちたいという欲求でもある。人は、自己予測やそれに基づく選択を行い、それに
よって肯定的結果が生じると、自信を持ち、さらに自己予測やそれに基づく選択を行う。
このような、自己予測やそれに基づく選択と肯定的結果のループが自尊心の源となる。ま
た、そのようなループが外部に表示されると、それを見た他者からの評価が高まるが、そ
の他者からの評価の高まりが、本人の自尊心をさらに高めることとなる。 
加えて、人間は長期間にわたって記憶を保持することができるため、一つ一つの自己予
測が正解だったかどうかを確認する必要性が低下する。すなわち、自己予測を記憶として
保持することで、後に肯定的結果となった場合の自己予測のみを参照することが可能とな
るため、容易に自尊心を向上させることができるのである。また、人間は、本来的に自己
愛を有するため、自分にとって都合の良い記憶のみを残そうとし、肯定的結果が生じなか
った自己予測については容易に忘却する傾向がある。その結果、肯定的結果が偶然の産物
であったとしても、さらには、自己予測は間違っていたが別の要因によって肯定的結果が
生じた場合であっても、自己予測が正しかったとの認識を持つこととなり、論理や統計に
基づいたものとは異なる独自のオカルト法則を作り出すことになるのである。 
 
図表 ３-５：自己予測と自尊心の向上 
 
（出所）筆者作成 
                                                 
21 篠原菊紀（2002）「僕らはみんなハマってる－脳からみた快感と依存の論理―」オフィスエム 
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パチスロにおいては、リーチ目判断22、大当たりか中当たりか外れか23等を自分のボタン
操作で確認するという作業が含まれており、また、狙った図柄を揃える目押しという技術
が介入する余地もある。したがって、遊技機の選択や図柄の揃い具合などによる自己予測
を行った上で、自分の技術によってそれを確かめることによって達成感を得て、それが自
尊心に繋がっていくのである。 
また、パチンコにおいては、遊技機の選択において自己予測が生じる余地はあるが、入
賞口に球が入った段階で当たりかどうか、大当たりか小当たりかの判定をしているため、
遊技機の選択以外の部分で自己予測が介入する余地はない。しかしながら、パチンコの顧
客においても、入賞後のリーチ演出の種類や組み合わせによって当たりの確率を予測した
り、特定の時間帯は大当たりが出やすいと信じたりといった独自のオカルト法則によって
自己予測と肯定的結果のループを形成し、また、他人が知らないことを知っているという
優越感も相まって、自己の自尊心を高めることとなっているのである。 
 
第三節 先行研究のまとめ 
前述のとおり、パチンコをしている顧客の脳内は、興奮状態にあるのではなく、癒しや
幸福感をもたらす神経伝達物質が分泌されており、このことによってリピーター化が進む。
また、顧客は、パチンコをしながら、オカルト法則も含めて、自己予測やそれに基づく選
択と肯定的結果のループを繰り返したどることによって自尊心を充足させている。 
これらのことからすると、パチンコ顧客が求めているものは、パチンコのギャンブル性
に基づく儲けや興奮ではなく、日常生活でストレスを感じていることに対する癒しや幸福
感、承認欲求に基づく自尊心の充足などであると考えられる。そして、パチンコは、単な
るギャンブルとしての金銭的な勝ち負けの場ではなく、癒しや幸福感、自尊心の充足など
を目的として余暇時間を過ごす場、すなわち、身近な時間消費型レジャーとして社会的価
値を提供できるのではないかと考えられる24。 
 
                                                 
22 一定の条件が揃って当たりの権利を得た場合に現れる出目の組み合わせのこと。 
23 当たりの権利を取得しても、それが大当たりなのか中当たりなのか外れなのかは、絵柄を揃えてみないと分
からないものとなっている。 
24 韓(2018)も、「パチンコの魅力は、金銭的見返りそのものという単独の要素からではなく、時間の消費、利便
性、低い投資コスト、景品獲得など総合的側面から理解することができる」と分析する。 
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第４章 パチンコホール経営会社による地方経済の活性化 
本章においては、現在、パチンコホール経営会社が取り組んでいる新業態や新規事業を
概観した上で、経営資源の転用による地方経済の活性化の必要性および可能性について検
討する。 
 
第一節 現状の取組 
本節では、パチンコホール経営会社による新業態や新規事業への取組を概観する。ここ
でいう新業態とは、遊技機の設置を前提にして、通常行われている一般的な業態とは異な
る業態で行うものである。パチンコホールの営業は、風俗営業適正化法をはじめとする規
制の下で許容されており、営業形態は一定の枠の中で行わなければならない。したがって、
元々、パチンコホールの特性として、新業態は生まれにくい状況にある。 
また、パチンコ市場が縮小している上、規制の動向によって経営状況に大きな影響を受
けることを嫌い、新規事業を始めるパチンコホール経営会社が増えている。もっとも、経
営が苦しい企業においては、新規事業を行う資金および人的資源が十分でないことが多い。
一方で、競争力を有するパチンコホール経営会社においては、新規事業を起こして他業種
に進出するよりも、パチンコホールに経営資源を集中させた方が効率よく大きな利益を得
られることから、新規事業にはあえて手を出さないという傾向が強い。 
 
第一項 新業態 
前述のとおり、風俗営業適正化法の規制の下、パチンコは新業態が生まれにくい。その
一つの表れとして、パチンコによって得た賞品を換金することを前提にするのであれば、
現在の規制の下では、いわゆる三店方式を取らざるを得ない。 
風俗営業適正化法第 23 条第 1 項は、パチンコホールが、現金又は有価証券を賞品として
提供することや客に提供した賞品を買い取ること、遊技球等を客に営業所外に持ち出させ
ること、遊技球等を顧客のために保管したことを表示する書面を発行することを禁止して
いる。これは、パチンコが刑法第 185 条以下に規定される賭博罪に該当しないようにする
ことを目的とした規制である。そして、当該規制に該当しないように換金をするために行
われているのが、三店方式と呼ばれる特殊商品の買取流通システムである。 
三店方式については、山田コンサルティングループ株式会社の HP において、図表 4-1 と
ともに、以下のとおり、説明されている。 
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図表 ４-１：パチンコホール業界の商流（３店方式） 
 
（出所）山田コンサルティンググループ株式会社 HP 
 
「パチンコ店では、風営法 23 条で客への現金および有価証券の提供、もしくは客に提供
した商品の買取りを禁止されている。しかし、実態は「特殊景品25」を媒介とすることで
換金を可能にしている。 
この仕組みは「3 店方式」と呼ばれており、パチンコ店のビジネスモデルの中核であ
る。取引の流れは下記の通り。 
①顧客はパチンコの勝玉をパチンコ店で特殊景品に交換する。 
②特殊景品を持って景品買取所（景品交換所）に行き、特殊景品を現金と交換する。 
③景品買取所は、持ち込まれた特殊景品を景品卸業者（景品問屋）に売却し、景品卸
売者から代金を受領する。 
④景品卸業者が景品買取所から買い取った特殊景品をパチンコ店に売却することで、
パチンコ店から代金を受領する。 
景品買取所および景品卸売業者の経営を行っているのは、いずれもパチンコ店と関係
のない業者である。」 
 
                                                 
25 パチンコの景品には、換金を前提とする特殊景品と、換金を前提としない一般景品がある。特殊景品は、メ
ダルやマーカー、ボールペンなどの小型で持ち運びやすいものが使われており、全景品の 90%以上を占める。 
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なお、上記のような買取流通システムをとっていたとしても、多くの顧客が特殊景品の
換金を行うことが前提になっているのであるから、三店方式は、少なくとも実質的には、
風俗営業適正化法第 23 条第 1 項が禁止する「客に提供した賞品を買い取ること」に該当す
るのではないかという疑問は否定できない。そして、パチンコ業界が換金に関して曖昧な
対応を行っていることが、社会からのマイナスイメージの要因の一つとなっていることは
否定できない。 
この点、鍛冶(2015)26は、「パチンコでの換金行為の禁止が現実的に不可能である以上、
考えられる対策として、①風俗営業適正化法を改正すること、もしくはパチンコを同法の
規制からはずして公営競技と同様に「パチンコ業界法」なるものを制定し換金制度そのも
のを法的に合法化すること、②換金制度そのものは現状を維持しつつ、第三者による換金
実施組織のもと完全な独立組織に委ねて設立すること、といった方策が考えられる。」と
する。換金に関する問題は、長年にわたってパチンコ業界における最大の懸案の一つであ
り、また、上記のような方策が理論的に合理性を有するものであることは確かである。し
かしながら、現在の政治状況や規制の動向に鑑み、また、現状のビジネス構造を変化させ
ることによるデメリットを考慮すると、上記のような方策をすぐに実現することは難しい
と言わざるを得ない。 
また、上記のような換金に関する規制に加えて、パチンコの遊技料金に関して、風俗営
業適正化法第 19 条および同法施行規則第 36 条第 2 項は、パチンコは一玉 4 円、パチスロ
は一枚 20 円に消費税等相当額を加えた金額を超えないことと定めている。 
実際には他にも広範な規制が存在するが、上記の換金に関する規制だけでも、パチンコ
ホールにおいて新業態を創造することへの大きな障害となっている。すなわち、パチンコ
はギャンブル性を有する遊技として発展・拡大してきたものであるところ、ギャンブル性
の根幹をなす換金に自由度がないため、例えば、グループ店舗間で顧客の持ち玉データを
共有化して店舗選択の幅を広げるといった新しい発想が生まれにくくなっている。 
しかしながら、中には、遊技台を設置しながら、換金を前提とせずに営業を行っている
事例がみられる。例えば、飛騨高山にある「EBIS」27では、純粋なゲームとして遊技機を設
置した上で、カフェやバーとして経営を行っており、インバウンドの外国人を中心に一定
                                                 
26 鍛治博之(2015)『パチンコホール企業改革の研究』文眞堂 
27 https://pachiseven.jp/articles/detail/5584、https://pachinko-nippo.com/?p=28862参照。 
40 
 
の集客を行っている。また、東京都上野にある「DENDO」28は、メダルを貸し出すパチス
ロ専門ゲームセンターとして経営しており、過去の人気のパチスロ機を大当たりが出やす
い設定で設置し、パチスロ顧客が大当たりをたくさん体験して楽しめるようにしている。
これらの業態は、換金を前提とせず、純粋なゲームとして楽しませるものである。 
もっとも、飛騨高山についてはインバウンドの外国人が一定程度おり、日本旅行中にパ
チンコを一度やってみたい、または、通りすがりにパチンコに興味を持つという需要が存
在する。また、上野に関しては、元々、幅広いパチンコ顧客層を有する地域であり、純粋
にゲームとしてパチスロを楽しむ素地があるものといえる。したがって、これらの新業態
について一般化することは難しく、また、他地域においては条例などによる規制に違反す
る可能性もあることから、同様の業態を他地域で行ったとしても成功する可能性は低いも
のと思われる。 
 
第二項 複合施設 
パチンコホールを複合施設の中に出店することによって、集客面で他の業種との相乗効
果を狙うことが考えられる。 
パチンコホールと親和性がある業種として、ホームセンターが挙げられる。ホームセン
ターは、30 歳代から 50 歳代くらいの顧客が多く、この層は、パチンコの顧客も重なる部分
がある。また、都道府県の各都市計画に基づく指導29によって、パチンコホールは一定の駐
車場数を確保する必要があるところ、ホームセンターも広い駐車場を設置して大きな商品
を買う買い物客の利便性を高める必要があることから、両者を併存させる取組が見られる。 
また、地方において、広い駐車場を持ち、交通の便が良い複合施設は、人々の娯楽の場
や集いの場になっている。そこで、映画館やボウリング場、ゲームセンター、入浴施設、
小売量販店、飲食店などと同じ建物または同じ敷地にパチンコホールを併設することが見
られる。娯楽の少ない地方において、複合商業施設を設けることによって、楽しさを求め
る顧客を誘引し、集客の相乗効果を生むことができる。 
 
                                                 
28 https://matome.naver.jp/odai/2142935709953106001参照。 
29 店舗面積 15㎡あたり車 1台の駐車場を設置するように指導されるのが一般的である。 
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第三項 新規事業 
パチンコホール経営会社の新規事業としては、主として、ホテルや不動産投資、飲食業、
インターネットカフェ、カラオケ店などが挙げられる。 
ホテルについては、ビジネスホテル、ラブホテルやカプセルホテルが中心である。この
うち、ラブホテルに関しては、イメージが良くないので、一般の企業は手を出しにくい一
方、風俗営業を行っているパチンコホール経営会社の場合、そのような心理的抵抗感が比
較的少なく、新規事業として進出するハードルが低いという事情がある。 
また、パチンコホール経営会社は、豊富な資金力を有することから、安定的な投資先と
して不動産を選択するケースがある。取得した不動産については、一定期間、所有した上
で転売する場合もあり、また、賃貸物件として所有し続ける場合もある。 
また、パチンコホール経営会社が飲食業を始めるケースがある。飲食業は、容易に進出
しやすい業態ではあるが、どれだけ経営資源を投入できるかの問題や飲食店の経営ノウハ
ウを持ち合わせているのかの問題があり、また、人材確保の問題も小さくない。 
 
第四項 現状の取組のまとめ 
上記のとおり、パチンコホール経営会社は、容易ではない中でも新業態を模索し、また、
複合施設の開設や新規事業の創出を行っている。しかしながら、現状の取組は、パチンコ
ホール経営会社の経営環境が厳しくなっている中、場当たり的な逃げの戦略によるものが
ほとんどである。 
すなわち、新業態については、規制の存在もあり、特殊な条件を備えている地域におい
て特徴的な営業を行っているだけであり、また、そのような新業態が拡大していくような
動きは見られない。 
また、複合施設の開設のためには、立地や敷地の確保、資金的な余裕、協力企業の存在
など、様々な条件を満たす必要がある。また、社会におけるパチンコに対するマイナスイ
メージは根強いものがあり、出店ができる施設は限られている。そのため、複合施設が大
幅に増えていくことは考えにくく、パチンコホール業界全体に与える影響は限定的である。 
また、現状、パチンコホール経営会社が行っている新規事業は、資金力があるうちに厳
しい経営環境から離れて他業種に進出しようという消極的なものに過ぎず、経営資源の転
用によるイノベーティブな取組とは程遠いのものとなっている。 
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第二節 経営資源転用の必要性 
昨今、社会的課題として、地方経済の活性化がクローズアップされている。日本経済の
今後の発展のためには、地方経済の活性化が欠かせない。地方においては、人口減少、少
子高齢化、商店街・繁華街の衰退、都市部との経済格差や教育格差など、様々な問題が生
じている。図表 4-2 のとおり、地方にいけばいくほど、人口の減少率が高い。これは、出生
率の低下の他、就職や進学などを理由として、図表 4-3 のとおり、地方から都市部への転入
が増えていることによる。このような都市部への人口集中に関して、欧米諸国や東アジア
諸国と比べても、図表 4-4 のとおり、圧倒的に都市部に人口集中が進んでいる韓国を除き、
日本の都市部への人口収集度数は継続的に高い水準にある。また、図表 4-5 のとおり、東京
圏以外の若者人口は、低い出生率や若者の地方離れを背景にして、2000 年から 2015 年の
15 年間で 29%減と大幅な減少となっており、地域の高齢化が進んでいることが見て取れる。 
 
図表 ４-２：地域別の人口減少率推計 
 
（出所）国土交通省作成 
 
  
43 
 
図表 ４-３：三大都市圏及び地方圏の転出入超過数の累計 
 
（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
 
図表 ４-４：首都圏への人口集中の国際比較 
 
（出所）：国土交通省「国土のグランドデザイン 2050 参考資料」 
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図表 ４-５：東京圏30以外の若者（15～29歳）の人口推移 
 
（出所）総務省「国勢調査」を元に、まち・ひと・しごと創生本部事務局が作成 
 
そのような中、パチンコホール経営会社は、地方経済において、一定の地位を占めてい
る。すなわち、雇用および納税の担い手である上31、事業規模からしてみると、地方経済に
与える影響も大きい。また、地方経済の活性化に向けた施策は、パチンコホール経営会社
にとっても、顧客の掘り起こしにも繋がり、また、企業や業界のイメージ向上にも資する
ものとなり得る。 
したがって、パチンコホール経営会社は、経営資源を活用し、地方経済の活性化に繋が
るような取組を行うべきである。 
 
第三節 経営資源転用の可能性 
パチンコホールは、以下のような経営資源を有する。 
 
① 立地 
地方のパチンコホールは、幹線道路のロードサイドに位置することが多い。地方にお
いて車移動が主であるところ、パチンコ顧客も原則として車で来店することから、来店
のしやすさを考慮して、幹線道路のロードサイドに位置することが多い。 
                                                 
30 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県をいう。 
31 二見(2001)は、パチンコの地域貢献について、「特に鹿児島県や宮崎県という、人口当たりパチンコ店の数が
日本のトップランクにある県などは、雇用力の大きな企業がないだけに、雇用力とそれに伴う地方税の納付とい
う点を考えると、地域経済に大いに貢献しているのは事実」であると指摘する。 
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地方において、車でアクセスしやすいということは、経営上、非常に重要な要素の一つ
である。パチンコホールが何らかのビジネスを行うにあたっては、立地の良さは大きな
メリットになる。 
 
② 広くて舗装された駐車場 
上記のとおり、地方において車は移動手段として必須であり、ビジネスをするにあた
って車でアクセスしやすいということは重要である。その意味で、広い駐車場は転用可
能な経営資源といえる。 
また、パチンコホールの駐車場は、舗装されていることがほとんどである。舗装され
た広い空間は、様々な用途に転用可能である。 
 
 
③ 大きな店舗建物 
パチンコホールは、大きな店舗建物を有し、天井が高く、大量の電気使用が可能で、
セキュリティーも厳重である。このような店舗建物は、別の用途で転用可能性が高い。 
 
④ 地域における知名度 
パチンコホールは、幹線道路のロードサイドに大型の店舗を有しており、身近な娯楽
の場になっていたり、アルバイトも含めて一定の雇用を維持したりしていることから、
地域におけて高い知名度を有する。 
このような知名度は、ビジネスをするにあって有利に働く。もっとも、パチンコ自体
のイメージは必ずしも良くないことから、業種によっては、パチンコホールである点が
マイナスに働くおそれもある。 
 
⑤ 地域経済との繋がり 
パチンコホール経営会社は、地方において、政治、経済、金融機関、他業種の企業な
ど、広範なネットワークを有する。地方においては、ネットワークが狭いが故に、人間
関係が緊密であり、そのネットワークを利用してビジネスをすることも容易である。 
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第５章 仮説の立案と対象企業の選定 
第一節 本研究における検討課題と検証方法 
本研究では、パチンコの社会的提供価値を考察し、また、パチンコホール経営会社の新
業態および新規事業の創造による地方経済の活性化の可能性を検討して、その結果として、
パチンコ産業が目指すべき将来像とその展望を明らかにしたい。そのために、以下のとお
り、初期仮説を設定する。 
 
仮説① 
パチンコは、身近な時間消費型レジャーとしての社会的価値を提供できる。 
 
仮説② 
経営資源の転用によって、パチンコホール経営会社は新業態または新規事業を創造し、
地方経済の活性化に寄与することができる。 
 
インタビューによる事例研究を通じて、上記の初期仮説を検証し、その結果として、パ
チンコ業界が目指すべき将来像を考察する。 
 
図表５－１：初期仮説の概念図 
 
仮説① 
 
 
     仮説② 
 
（出所）筆者作成 
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第二節 事例研究における対象企業の選定 
仮説①および仮説②の検証のために、以下のパチンコホール経営会社 9 社および遊技機
メーカー1社を抽出し、経営トップまたは経営陣への個別インタビューを行った。また、出
版物や会社 HP、インターネット情報などを補足として適宜用い、下記の項目について分析
を行った。 
なお、パチンコホール経営会社の抽出にあたっては、大手パチンコホール経営会社の他、
中小規模の企業も含め、また、首都圏だけではなく、地方の会社も含めるようにした。 
 
＜インタビュー対象者＞ 
① 株式会社マルハン       ：代表取締役社長 韓裕氏 
② 株式会社ダイナム      ：代表取締役社長 藤本達司氏 
③ 株式会社ユーコー    ：代表取締役副社長 金海基樹氏 
④ 株式会社合田観光商事  ：執行役員 八重樫浩輝氏 
⑤ 株式会社三公商事      ：専務取締役 呉本成浩氏 
⑥ 株式会社大原興商     ：代表取締役社長 大原栄奉氏 
⑦ 金海商事株式会社    ：専務取締役 金海正明氏 
⑧ 三徳実業株式会社    ：代表取締役社長 岩本剛成氏 
⑨ 株式会社東亜      ：代表取締役社長 野山武宗氏 
⑩ 株式会社三洋販売    ：取締役 金沢定模氏 
 
＜主なインタビュー項目＞ 
①自社の状況および展望 
②パチンコ業界の現状および展望 
   ③低貸玉営業の取組および評価 
④遊技機メーカー（パチンコホール経営会社）との関係 
⑤社会的提供価値 
⑥地域での取組 
⑦新業態・新規事業 
⑧カジノ開設による影響 
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第６章 事例研究 
本章では、第 5 章で示した項目に沿って実施したインタビュー結果を示す。 
 
第一節 事例研究１ 株式会社マルハン 
 
会社概要 
正式社名 株式会社マルハン 
本社所在地 ＜京都本社＞ 
京都市上京区出町今出川上る青龍町 231 
＜東京本社＞ 
東京都千代田区丸の内 1 丁目 11-1 
パシフィックセンチュリープレイス丸の内 28 階 
設立 1972 年 12 月 （創業 1957 年 5 月） 
代表者 代表取締役会長 韓昌祐 
代表取締役社長 韓裕 
資本金 100 億円 
売上・利益 売上 1 兆 5509 億円 経常利益 334 億円（2018 年 3 月期） 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 319 店舗 ボウリング場・アミューズメント施設等 7 店舗 
店舗名 マルハン 
従業員数 11,986 名（正社員 4,889 名） 
（出所）株式会社マルハン HP を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
株式会社マルハンは、沖縄県、島根県、徳島県を除く全国に店舗を持つ最大手のパチ
ンコホール経営会社である。図表 6-1 のとおり、2009 年 3 月期以降、売上 2 兆円、経常
利益 400 億円を超えていたが、パチンコ業界全体の市場規模減少および競争激化などに
よって、2015 年 3 月期以降、売上、経常利益ともに減少している。 
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図表 ６-１：株式会社マルハンの売上および経常利益の推移 
 
（出所）株式会社マルハン HP の IR 情報を基に筆者作成 
 
株式会社マルハンは、本部で各店舗を一律管理するのではなく、店長をはじめとした
現場にある程度の権限を持たせながら、その地域の状況に合わせた戦略をとるというや
り方で店舗数を増やしてきた。このやり方を実現するためには経営者意識を持った多く
の人材を採用および育成しなければならないが、これを高いレベルで行ってきたことで、
高い競争力を保ってきた。もちろん、他社の良い点は取り入れたりしているが、上記の
ような基本戦略は、パチンコ業界の現在の市場状況でも当てはまるものであると認識し
ている。 
一方で、地方で 20 店舗から 30 店舗くらいを経営している有力なパチンコホール経営
会社は、オーナーが陣頭指揮をとって、非常にスピード感のある経営をしていることで
成功しているところがある。これに対抗するために、株式会社マルハンでは、エリア体
制を敷いて、エリア長に大きな権限を持たせて、そこである程度完結できるような形を
とっているが、最近、意思決定のスピードをさらに早めるために、一部の中間階層を廃
止して、できるだけダイレクトに管理し、また、さらに現場に権限移譲する形にした。 
最近の売上および利益の減少は、パチンコ顧客の減少によって市場自体が縮小しているこ
とによる。また、従来、中心を占めていた 4 円パチンコ、20 円パチスロの比率が減少し、低
貸玉営業の割合が増えたことによって、売上が減少し、利益も確保しにくい業界構造に変化
してきたことが挙げられる。加えて、最近の遊技機規制や広告規制などの影響で攻め営業を
取りにくい状況となっていることも挙げられる。このような状況において、現在は、見極め
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の時期と捉えて新規出店を抑え気味にして、既存店の老朽化対策に取り組んでいる。 
また、従来、すべての店舗を地域一番店にするという戦略をとってきたが、そのよう
な戦略は、各店舗の状況をみることなく、遊技機の入替費用や広告宣伝費などをなりふ
り構わず掛けるため、多くのロスが発生していた。最近は、各店舗の状況や地域の状況
を分析して、利益を追求する店舗、赤字にならなければ良いとする店舗、大きく赤字に
ならなければ良いとする店舗など、最適な戦略や目標をきめ細かく立てて、オールマル
ハンに貢献していくという戦略をとっている。 
また、ここ数年、本部主導でコストカットをかなり進めてきたが、本部では見えない
部分があるため、営業に必要な経費について少し行き過ぎた部分もあり、稼働が落ちて
いった。そこで、最近、あらためてコスト管理を現場に権限移譲することで、その地域
や店舗において必要な経費は使うということに変えた。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
パチンコ業界の現在の状況は、自社にとって、チャンスでもあり、ピンチでもあると
考えている。株式会社マルハンは、様々な面で業界全体の 10％弱くらいを占めているの
で、パチンコ市場全体が縮小すれば自社の売上や利益も減少するという状況にあるとい
う点で、パチンコ市場の縮小は自社にとってピンチであると考えている。一方で、パチ
ンコ業界全体を見ると、経営が安定していない中小も多いので、自社のような大手は、
そのような中小のシェアを獲得していける余地がまだ多く残っているという意味ではチ
ャンスである。実際、パチンコホール経営をやめたいと思っている会社は多くあり、M&A
の話も多く持ち込まれる。もっとも、パチンコ業界の状況や今後の展望を考えて、自社
としては M&A の条件についてきちんと検討する必要がある一方で、中規模の会社が高
値で買う状況を背景に、「今がやめ時である」と思っているセルサイドからの条件は高止
まりしており、自社の基準に合うものがないため、自社において M&A が成立したもの
は一つもない。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業については、当初は導入を控えていたが、顧客からの求めがあり、また、
競合他社が低貸玉営業を増やしていったため、自社も追随せざるを得なくなった。現在
では、自社のパチンコの 39％、パチスロの 15％が低貸玉営業となっており、低貸玉営業
51 
 
専門店も 7 店舗ある。しかしながら、現在、低貸玉営業の競争が激化している中で、高
貸玉営業32にはニーズがあるんだという現場の意識改革を通じて、顧客に「マルハンの 4
円パチンコ、20 円スロットは違うよ」という意識を持たせ、高貸玉営業を強化していこ
うと考えている。 
 
④ 遊技機メーカーとの関係 
遊技機メーカーとは、良好な関係を構築しており、いい遊技機を安く速やかに納入し
てもらっている。ただし、パチンコ業界を変えるには、ダイエーやイトーヨーカドーが
メーカーと小売の関係を変えて流通革命を起こしたように、遊技機メーカーとパチンコ
ホール経営会社の力関係が変わらないといけないと考えている。もっとも、最大手であ
る自社にしても台数シェアで 6%にしかならないので、遊技機メーカーとの力関係を変え
るのは難しい。 
 
⑤ 社会的提供価値 
パチンコ店のサービスは、設備をきれいにするとか、接客を良くするとか、いろいろ
あるが、最大のサービスは、顧客に大当たりを体験させることである。しかしながら、
遊技機メーカーとの力関係を背景に、遊技機の価格が 1 台 40～50 万円と高額である中
で、一定の遊技機の入替を余儀なくされていることから、その費用を回収する必要があ
るため、顧客になかなか大当たりを体験させることができないという状況に陥っている。
このことが、パチンコ顧客の数を減少させた要因の一つである。 
顧客に受け入れられるサービスを提供することができるかということが最大の課題で
あると考えているが、現在の遊技機は過剰な機能が搭載されているのではないか、それ
と引き換えに顧客に体験させる大当たりの回数が減ってしまっているのではないかとい
う点について検討する必要があると考えている。 
また、社会においてどのように共生していけるかという大きなテーマがあるが、それ
との関係では、換金問題についてきちんと社会に説明できるような形にする必要がある
し、そのような問題意識を持つことが必要である。また、換金問題の他にも、納税、雇
用、サービスそのものなど、パチンコには多くの課題があるが、それらを解決していく
                                                 
32 本研究では、風俗営業適正化法の遊技料金の上限である、パチンコは一玉 4円、パチスロは一枚 20円に消費
税等相当額を加えた金額での営業をいうものとする。 
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と、社会における身近な娯楽という役割を担うことができる産業になる可能性があるの
であり、パチンコ業界としても、自社としても、そのような方向に進んでいかなければ
ならないと考えている。 
低貸玉営業が広がっている状況の中、規制によって遊技機の射幸性自体も低くなって
きている。パチンコ市場の拡大とともにギャンブル性を高めることで利益を挙げてきた
が、今後は、身近な娯楽として新しい形で原点回帰することができるかによって、パチ
ンコ業界が残っていけるかがかかっている。 
この 20 年で、パチンコ店の建物はきれいになったし、接客レベルも大きく向上したが、
パチンコ業界の業界構造を背景にして、顧客に多くの大当たりを体験させられなくなっ
た。このことが、パチンコ顧客減少の最大の要因である。その中でもパチンコを楽しん
でいる顧客は、複雑な社会環境の中で、何もかも忘れて一人で何かに集中する時間であ
ったり、日常生活で感じているストレスを解消する癒しの場だったり、一つのコミュニ
ティーだったり、そういうものを求めている。 
自社としては、店舗でコミュニティーを作るために、単に球を運んだり、トラブルに
対応したりするだけでなく、顧客と積極的にコミュニケーションを取っていくというこ
とが大切だと思っており、それが、我々の仕事そのものだと思っている。実際に、パチ
ンコをしないけど店舗に来る人もいる。 
 
⑥ 地域での取組 
地域社会への貢献という部分と、パチンコ以外の部分で海外に出ているので、自社が
関わっているような地域に関する部分については、様々なことに積極的に取り組んでい
る。具体的には、店舗ごとで地域の清掃をやったり、地域の祭りに参加したりしている。 
また、経営資源の転用という面では、駐車場でフリーマーケットを開催したり、店舗
を災害備蓄や災害非難の拠点にすることを検討し始めたりしている。自社だけで考える
のではなくて、地域社会にきちんと提案して、具体的な形まで持っていくということを
考えている。 
 
⑦ 新業態・新規事業 
新業態や新規事業については、経営企画部が精査をして、そこを通過したものを取締
役会に上げるようにしている。 
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新業態については、今の延長ではなくて、新しいパチンコを進化させるために、マル
ハンが提案型の店舗を定期的に発信していくべきではないかいう思いがある。そのよう
な思いから、千葉北のハーベストガーデン千葉北店33を開設し、マルハン松竹六区タワー
34を計画した。これらの新業態については、コストの問題で中止したが、パチンコの新業
態についての提案型の発信は、今後も行っていく必要があると考えている。 
新規ビジネスについては、外部から持ち込まれる案件も多いが、数年前に新規ビジネ
スについての社内意見をかなり吸い上げたことがあった。その際、自社の人材力を活か
せるものとして、ブライダル事業、ホテル事業、介護をはじめとするシニア事業という
3 事業領域が上がってきて、実際にチームを作って分析・検討を行った。もっとも、具
体的な案件のタイミングなどの問題で、実現までには至らなかった。また、大阪で韓流
テーマパーク35の計画があったが、これも実現することができなかった。しかしながら、
現在も、新規ビジネスを広げていくという意思を持っており、パチンコ以外の領域に進
出するということは、会社の方向性としてすでに定めている。 
現在、パチンコ以外の領域として、カンボジア、ミャンマー、ラオスで銀行業を行っ
ている。2018 年 3 月期でセグメント売上 150 億円、セグメント利益 21 億円となってお
り、将来性も高いと見ている。 
また、新しい事業への投資とベンチャー企業での人材育成を目的に、2016 年 4 月に株
式会社マルハンベンチャーパートナーズを設立した。外部のコンサルタントと社内メン
バーで投資先を検討して、現在まで、アーリーステージのベンチャー企業 3 社に 3 億円
くらいずつを投資し、また、3 人の社員を当該ベンチャー企業に送って育成している。 
パチンコ業界に対する規制に関しては、都道府県ごと、所轄警察署ごとに扱いが異な
る場合があり、また、産業育成という観点よりも、取り締まりという観点で行われるの
で、規制を受ける側としてはやりにくい部分がある。 
 
 
 
                                                 
33 パチンコホールとデリ＆ビュッフェを融合させた複合施設として 2012 年 4 月に開店したが、2016 年 12 月
にフードコートに変更された。 
34 松竹株式会社、株式会社アミューズらと劇場、飲食店、遊技施設を備えた複合型エンタメ施設を浅草に建設
することを計画し、2014 年 12 月の開業を目指したが、その後、計画は中止された。 
35 衣料、グッズ、飲食店、スーパー、多目的ホールなど、韓流をテーマとした複合施設を建設する計画を 2013
年 7 月に発表したが、2014 年 5 月、パチンコ店を中心と施設に計画を変更した。 
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⑧ カジノ開設による影響 
3 年前くらいまではカジノそのものに経営参画するという可能性も含めて検討してい
たが、現在はそういう考えはない。一方で、パチンコ業界に対するカジノ開設の影響に
ついては、地域がある程度限定されるので大きな影響はないとは思うが、規制強化の問
題やパチンコとカジノのすみ分けの問題など、いろいろな影響は生じると思っている。 
また、カジノをきっかけにして、依存症問題など、ギャンブル全体に対する批判が拡
大するおそれはあり、それがパチンコにも及んでくる可能性はあると考えている。 
 
第二節 事例研究２ 株式会社ダイナム 
 
会社概要 
正式社名 株式会社ダイナム 
本社所在地 東京都荒川区西日暮里 2-27-5 
設立 1967 年 7 月 25 日 
代表者 代表取締役 藤本達司 
資本金 50 億円 
売上・利益 DYJH36グループ売上 7750 億円 グループ営業利益 173 億円 
（2018 年 3 月期） 
パチンコ店舗数その他 DYJH グループ/パチンコ店舗 450 店舗（2018 年 3 月期） 
※株式会社ダイナム 406 店舗 
グループ店舗名 ダイナム、ダイナムゆったり館、ダイナム信頼の森、他 
グループ従業員数 18,077 名（正社員 4,958 名） 
（出所）株式会社ダイナム HP を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
自社は、元々、亀有、金町や西日暮里などの常磐線・千代田線沿線で創業したが、現
在、DYJH 相談役となっている佐藤洋治が、1989 年、新潟県新発田市に、チェーンスト
アの始まりとして実験的な郊外型 1 号店を出店した。チェーンストアをやっていくため
には、土地の安い郊外型の立地で駐車場付きのモデルを成功させないと店舗展開は難し
                                                 
36 株式会社ダイナムジャパンホールディングス 
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いと考えていたので、実験的に出店したが、時流にも乗ったのかもしれないが、すぐに
満席になった。それをきっかけに、新潟から東北地方に北上していったわけだが、それ
がまさにチェーンストア実現のターニングポイントになった。 
図表 6-2 のとおり、自社の最近の状況としては、粗利は毎月 3%から 4%減っているが、
それ以上に、遊技機代を中心とする営業コストがそれ以上に下がっているので、結果と
して減収減益(直近は減収増益)である。現在のパチンコ業界の状況を見ながら、顧客に
還元しつつ、営業コストを抑えて増益に向かっているということである。 
 
図表 ６-２：株式会社ダイナムジャパンホールディングスの業績推移37 
 
（備考）株式会社ダイナムジャパンホールディングスは 2011 年 9 月 20 日設立であるが、
2012 年 3 月期については、同社が 2011 年 4 月 1 日から存在したものと仮定して
推計している。 
（出所）株式会社ダイナムジャパンホールディングス HP の公開情報を基に筆者作成 
 
今後も減収傾向は続いていくと思っている。この点は、努力ではどうしようもない部
分であり、遊技機の性能等も含めて、射幸性が下がっていっているので、客単価は下が
ると思う。一般の小売を考えると、客単価が下がれば顧客数を増やす必要が生じるとこ
ろ、自社についても営業努力によって顧客数を増やさなければならない。また、少ない
                                                 
37 貸玉収入とは、顧客に貸与したパチンコ玉やパチスロメダルに基づき受領した金額から未使用のパチンコ玉
およびパチンコメダルの金額を除外した金額であり、ここでいう営業収入は、貸玉収入から景品出庫額を差し引
いた金額である。 
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収益の中でもしっかりと最低限の利益を出せるような企業体質にしていかなければなら
ないところ、遊技機代、人件費、販売促進費など、様々な経費のうち、大きなものにつ
いては、コスト削減といったレベルではなく、コスト構造の考え方から根本的に変えて
いかないと、客単価が減少している中で一定の利益を確保することは難しいと考える。
この点が、現在の最大の課題である。 
自社のメイン顧客は、40 代から 60 代であるところ、その客層に対するアプローチに
ついては、来店頻度を増やすような施策をするとか、口コミなどで来店数を増やすとか、
日常の対応等は、各店舗の責任で行っている。 
自社の強みとしては、チェーンストア理論に基づいたローコスト経営、店舗の標準化
が進んでいること、継続的な定期採用と教育による人材の厚みであると考えている。ま
た、会社のビジョンの共有、徹底を継続的に行っており、会社のビジョンを聞かれたら
全従業員が答えられるくらいの状況にある。パチンコ業界を改革し、パチンコを日常の
娯楽にして地域に根差していく、地域のインフラになるというビジョンを、オーナーで
ある佐藤洋治および現グループ代表の佐藤公平が継続して言い続けてくれたことで、全
従業員が同じ方向を向いている。コストをかけて、顧客から利益を抜いてというような
荒っぽい商売は、我々が求めているものではないということが従業員一人一人に浸透し
ており、そのようなベースの理解によって丁寧な営業を行ってきたというのも大きな強
みである。 
また、2012 年 8 月、株式会社ダイナムジャパンホールディングスが香港証券取引所に
株式上場をした。株式上場をしたことによって、金融機関との関係も含めて、信頼感や
信用度が圧倒的に高まった。また、他の会社の従業員は、現実としてパチンコ業界で働
いていることに後ろめたさを感じる面があると思うが、自社においては、香港の上場会
社で働いているというプライドを持つことができているということが、採用の面でも、
モチベーションの面でも、かなりプラスに働いている。一方で、上場している以上は、
開示義務など、上場会社のルールにしたがって運営していかなければならず、そういっ
た意味での縛りみたいなものは当然あるが、それは上場する上で覚悟していたものなの
で、株式上場によるデメリットというものはあまり感じていない。 
自社は、1000 店舗という目標を掲げているが、これは、店舗シェア 10%くらいを握ら
ないとパチンコ業界を変えることはできないということからの逆算である。そのため、
何年後に何店舗というような具体的なロードマップを描けているわけではない。少なく
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とも 10%くらいの店舗シェアを持っていかないと、パチンコ業界を変えて日常の娯楽と
して遊びやすいパチンコ遊技を展開するという自社の志を達成することができないとい
う思いから始まっている。したがって、これからも地方を中心に出店を拡大していくつ
もりであるし、他社が店舗を閉店するという現状の中では、そのような店舗に居抜き出
店をする場合もあるし、ある程度まとめた形で、数店舗または数十店舗の規模で M&A
を行うことも考えている。当然ながら方法論はいろいろあるが、出店については積極的
に進めていきたいと考えている。 
ただし、チェーンストア理論の原理原則は、投資回収基準である。DYJH グループで
は、ROI20%(10 年平均)という基準を持っていて、初期投資を 5 年間で回収できない投資
は行わないという考え方をとっており、現段階では、今後とも変えるつもりはない。そ
のため、新規出店でも、居抜き物件でも、M&A でも、この ROI20%の基準を満たした案
件以外は見向きもしない。そして、ROI20%を超えるためには、イニシャルコストをいか
に下げていくかとか、人件費を含めたランニングコストをいかに下げていくかが肝にな
るので、その努力は継続するが、ROI20%という基準自体は絶対下げない。 
先人の大手チェーンストアを研究すると、出店主義で店舗を作ればいい、売上至上主
義で既存店の売上が下がっている分は新店で補えばいいというようなことをすることが
あって、投資基準を下げて積極的に店舗展開していく中で、足元から崩れていったとい
う失敗事例がある。そのため、自社としては、厳密に ROI20%の基準を守りつつ、必要
な物件については継続的に出店をしていくという考え方である。 
実際、居抜き物件や M&A の話はたくさん来るが、まだまだ現金商売がゆえ、売手側
が強気で、イニシャルコストが高すぎる。ただし、業界環境を鑑みると、あと 1、2 年す
ると価格が落ちてくるのではないかと思っているので、そうすると、おそらく、自社の
基準に乗ってくるのではないかと思う。 
自社の考え方としては、1 店舗、何かすごく強い店を作るというよりは、一定の利益
を挙げられる店を数多く作って、売上および利益を伸ばしていこうというものである。
したがって、競合他社のように、非常に積極的に遊技機の入替を行ったり、宣伝広告費
をとても多く掛けたりということをせずに、標準的な店舗で一定の利益を確保し、その
ような店舗の数を増やしていくという考え方である。ただし、営業現場での最近の変化
としては、現場の変化が非常に早くなっていることが挙げられる。昔のパチンコ営業の
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ように、荒っぽい商売をしながら、チラシや遊技機入替で集客するという営業スタイル
から、日々のきめ細かなサービスや対応が重要になってきている。 
日々の細かい顧客の変化に応じた店舗オペレーションの対応などを強化するために、
今年 4 月から管理体制を変えた。従来は、全国を 27 のゾーンに分けて、それぞれにゾー
ンマネジャーを置き、一人のゾーンマネジャーが 20 店舗前後を統括していた。しかしな
がら、一人で 20 店舗前後を細かく管理するのは難しいということで、全国を 58 のエリ
アに分け、それぞれにエリアマネジャーを配置することによって、一人のエリアマネジ
ャーが 6 店舗か 7 店舗を管理するようにした。そうすることによって、エリアマネジャ
ーが 1 週間に必ず 1 度は自分の管理店舗に行けるようになり、日々変化しているニーズ
に応じて迅速にいろいろな対応ができるようにした。そして、58 名のエリアマネジャー
の上に 9 名のゾーンマネジャーを置き、管理店舗を 50 から 60 店舗にすることで、チェ
ーンストアとしてのマスのメリットを最大限、活かせるようにして、経営資源をいかに
効率的に投下して回収するかに集中することができるようにした。つまり、9 名のゾー
ンマネジャーにすることでマスのメリットをしっかり享受し、また、本部は遊技機の調
達などで本部の役割を十分に果たすとともに、58 名のエリアマネジャーが営業現場の
日々の変化に迅速に対応する体制にしたということであり、現在、大変大きな手応えを
感じている。ただし、ゾーンマネジャーやエリアマネジャーにどれくらい権限を与える
かについては、様子を見ながら模索していっている。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
現在のパチンコ市場の状況は、自社にとっても厳しいのは厳しい。ただし、自社は体
力がある一方、競合他社はかなり疲弊しているので、その中でビジネスチャンスを生ん
でいく必要があるし、必然的に生まれてくると思っている。 
パチンコ業界は特殊な業界で、寡占化が全然進んでいない。ダイナムでも遊技機設置
台数基準で 4.5%程度しかない。このような業界は、普通ないと思う。場合によっては、
今後、パチンコホールの寡占化が進んで、それによって業界を変えるチャンスが生まれ
てくるかもしれない。実際、店舗数や設置遊技機数を見ても、今はもう若干下降気味に
なっており、ピークは過ぎたのかなと思っている。今後は、おそらく業界が再編されな
がら、店舗数も設置遊技機数も適正なところで落ち着いてくる。そのような時期が来て、
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かつ、パチンコホール経営会社のなかで淘汰されて、ある程度寡占化が進んで、本来あ
るべき業界に進むのではないかと思っている。 
また、メーカーとの関係では、メーカーが上にいて、パチンコホールが下にあるみた
いな関係はなかなかすぐには変わらないと思う。パチンコホールがかなり寡占化されて、
例えば、合わせて 3 割から 4 割くらいのシェアを占めている大手 5 社がまとまって遊技
機メーカーに物を言って、言うことを聞かないと遊技機を買わないぞというくらいしな
ければ、遊技機メーカーとパチンコホールとの関係性は変わっていかないと思う。そう
いう意味で、パチンコホールはまだまだ力不足であり、今後は、大手数社で一定のシェ
アを獲得して、一丸となって業界を変えていくということが必要だと思っている。 
18 歳になった人や学生等、新規顧客にパチンコホールに足を運んでもらうための施策
については、自社全体または他の大手と力を合わせながら、業界としていろいろな働き
かけをしていかなければならない。パチンコをしたことがない人が一人でパチンコホー
ルに行くことはまず考えられないので、いろいろな仕掛けや理解を深めてもらう施策が
必要である。まだまだできていない部分が多いが、パチンコ業界としてやっていかない
と、将来がなかなか見通せないと思う。また、パチンコ業界についてはネガティブなニ
ュースが多いところ、パチンコ業界の中からいろいろな発信をしても言い訳のようにな
ってしまって一般の方々には伝わらないので、ロビー活動のようなことをしっかりと行
って第三者から発信してもらう等して、パチンコ業界は叩かれているが、こんなことも
やっているとか、そういった点も社会からの理解を深める意味では必要になると思う。 
最近の業界全体の数字をみると、高貸玉営業が良くなってきている。遊技機の射幸性
が下がって時間当たりの消費金額が減ってきているので、今まで低貸玉で遊んでいた人
が若干、高貸玉で遊ぶという傾向があるのかなと思っている。 
規制については、設定付きパチンコが許可になったので釘問題はさらに厳格化される
という点で、規制は強化されると思う。 
大手パチンコホール経営会社は、良きライバルではあるが、業界を変えるという点に
ついて一緒にやっていこうという志は同じである。すべての会社が一緒になることは難
しいかもしれないが、案件ごとに志が同じであれば、その都度組んでいろいろな活動を
するということは、これからもたぶんあると思う。例えば、依存症問題については、ま
さに業界の課題であり、大手が中心になってやっていかないといけない問題であると思
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っている。このような問題については、おそらく、上手く手を取り合って進めていける
案件であると思う。 
業界全体的には、遊技人口も 900 万人に減ってきていて、パイは減少傾向だが、産業
としてはまだまだ巨大である。また、寡占化が進んでおらず、DYJH グループのシェア
は 4.5%なので、自社としてはまだまだ伸びしろがあると考えている。業界全体とすると、
下降傾向がしばらく続く可能性は否定できない上、射幸性の低下に伴って客単価も下降
していくであろう。その中で、顧客数をいかに増やしていくのかが大きな業界の流れで
あり、それが実現できるか否かによって、今後の業界は変わってくると思う。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
2007 年ころ、赤字店舗がかなり増えて、会社全体としては赤字にはならなかったもの
の、経常利益で数億円のレベルまでいってしまって、27 店舗くらいを閉鎖した。その際、
全店舗の数字データを分析したところ、高貸玉営業では難しい商圏がかなり散見された。
そういった中で、競合店との差別化も考慮して、現在は相談役になっている佐藤洋治が
ひょっとしたら低貸玉営業にチャンスがあるのではないかと考え、北海道江別市の店舗
で実験をした。当時、経営幹部は、低貸玉営業は全然利益が出ない、電卓をたたいても
コストと利益が合わないとしてかなり反対意見があったが、オーナー自らが全ゾーンを
訪問し、失敗したら自分が全部責任とるから、とりあえずやらせてくれ、いいから付い
て来いというので、やってみた。そうしたら、江別市での実験が成功して、その後、低
貸玉営業を段階的に増やしていった。図表 6-3 および図表 6-4 のとおり、貸玉収入でも
営業利益でも、高貸玉営業が減少し、低貸玉営業が増加しており、現在では、高貸玉営
業と低貸玉営業が半々くらいになっている。図表 6-5 のとおり、店舗数においても、低
貸玉営業をメインとする店舗が増えてきている。低貸玉営業はローコストできちんと数
字管理して経営しないと利益が出ないところ、自社については、木造のローコスト店舗
でイニシャルコストとランニングコストを抑えられている点が大きく、そうでなければ、
ここまで低貸玉営業を拡大できなかった。高貸玉営業と低貸玉営業を併存させている大
手はいるが、ここまで低貸玉営業を専業で拡大してやっているのは、大手では自社くら
いである。 
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図表 ６-３：ダイナムの業態別貸玉収入の推移 
 
（出所）株式会社ダイナムジャパンホールディングス HP の公開情報を基に筆者作成 
 
図表 ６-４：ダイナムの業態別営業利益の推移 
 
（出所）株式会社ダイナムジャパンホールディングス HP の公開情報を基に筆者作成 
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図表 ６-５：ダイナムの業態別店舗数推移 
 
（出所）株式会社ダイナムジャパンホールディングス HP 
 
今後も、原則としては、低貸玉営業を中心に据えていくつもりである。ただし、物件
に応じて、その立地で一番パフォーマンスを発揮できる業態は何なのかということを常
に考えてきているので、地域によっては高貸玉営業を行うこともあり得る。現在、DYJH
グループ全体で全国に 450 店舗あるが、一つの街に、高貸玉営業の店舗、低貸玉営業の
店舗があり、ひょっとしたら、もう 1 店舗くらい、もっと低貸玉営業のローコストモデ
ルの店舗があると、顧客としては、収入とか、その時の気分に応じて店舗を選べるよう
になって、1000 店舗という目標に近づいていくと思う。ローコストモデルとしては、例
えば、一般景品しか置かずに特殊景品問屋のコストを省くとか、従業員の社員構成比を
下げるとか、機械を自動化するとか、工夫を重ねて、今の 1 円パチンコよりも低いレー
トでの利益を出せる構造の店舗がビジネスモデルとして成り立つのであれば、一つの考
え方としてありだと思う。また、1000 店舗という目標を考えると、もっと小さな商圏モ
デル、例えば、コンビニくらいの大きさの規模の店舗に50台や100台の遊技機を置いて、
最低限の従業員で運営して利益が出すとか、ひょっとしたら、そういう店舗も将来必要
になってくるかもしれない。 
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④ 遊技機メーカーとの関係 
遊技機メーカーとの関係は、コストの面でまだまだ改善の余地は大きいが、かなりい
い関係を築いていると思う。自社は、プライベートブランドでの遊技機開発をかなり昔
からやっている。元々は中小の遊技機メーカーしか話も聞いてくれなかったが、今年 9
月には株式会社藤商事との共同で地獄少女シリーズの PB 遊技機を開発し、今年 11 月に
は SANYO との共同で海物語シリーズの PB 遊技機を開発した。藤商事や SANYO のよ
うな大手遊技機メーカーが PB 遊技機を作ってくれるというようなことは、5 年前では考
えらえなかった。大手パチンコホールが持っている顧客データに基づいて遊技機を開発
し、計画的に生産できて、一定の利益を確保できるということで、遊技機メーカーにと
ってもメリットが大きいので、このような PB 遊技機開発の流れは、大手遊技機メーカ
ーも含めて続いていくと思われる。現在、PB 遊技機の割合は設置台数の 6%程度である
が、早く 10%台にして、1 つの島38を PB 遊技機コーナーにするなど、顧客に PB 遊技機
をアピールできるようにしたい。 
ただし、自社としては、1 台 40 万円から 50 万円程度の機械代については当然ながら
満足しておらず、何年かかるか分からないが、20 万円から 25 万円程度の調達コストで
PB 遊技機を作ることを目標としている。その目標を実現させるためには、遊技機メーカ
ーもラインを作って遊技機を製造するので、開発台数を増やさなければならない。自社
の PB 名を「ごらく」にしたが、これは、将来的に、自社以外の大手パチンコホール経
営会社が志が同じであれば、一緒に PB 遊技機を買いませんかというメッセージも含め
ている。すなわち、自社も含めて 3 社で 3000 台ずつ購入すれば、9000 台のロットで遊
技機メーカーに依頼できるので、必然的にコストが下がってくる。従来、遊技機メーカ
ーは、検定を通過できるか分からない、どれだけ売れるか分からない遊技機を大きなコ
ストをかけて開発しているので、遊技機の価格が下がらないという状況であるところ、
購入者であるパチンコホールが一緒に開発することで、お互いにリスクやコストを分担
して、双方のメリットに繋げようということである。 
なお、共同開発だけではなく、遊技機メーカー自体を手に入れるという議論も一応は
あったが、遊技機メーカーも浮き沈みが激しいので、いい遊技機を作っている遊技機メ
ーカーとその時々で組んで PB 遊技機を共同開発した方がいいという結論である。した
                                                 
38 遊技台が取り付けられている構造物。 
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がって、ここ数年の間に、遊技機メーカーと資本提携する等、何らかの形で遊技機メー
カー側に参加することは一切考えていない。 
 
⑤ 社会的提供価値 
顧客アンケートをみると、勝ちたいというニーズが一番高いので、遊びやすい店舗、
つまり、玉が出る店舗が選ばれる。そのため、遊技機の入替費用など、ランニングコス
トを抑えて、いかに毎日、顧客に還元できるかについて真剣に取り組んでいるパチンコ
ホールが生き残っていくと考える。一方、今まで通りの粗い営業をしているパチンコホ
ールは苦しくなっていくと思う。 
自社の低貸玉に来店してもらっている顧客の遊技行動としては、明らかに、パチンコ
＋会話を楽しみに来ている。顧客同士で、会話をして、一人で遊んでいない。低貸玉営
業の店舗では、好みの遊技機ごとのコミュニティーができていて、顧客の固定化が非常
に進んでいるような気がする。パチンコをしながら時間を過ごす顧客が多くて、定年を
迎えたお年寄り等がお互いに会話をしながら、時間を楽しんでいるという遊び方が多い
と思う。一方、高貸玉営業の顧客は、一人で遊ぶことが多いし、数店舗の候補の中から
勝てると思う店舗を選ぶという傾向にある。 
店舗におけるコミュニティー形成の取組として、店長(ストアマネジャー)が休憩コー
ナーに顧客を集めて意見交換をするという店長座談会を行っている。これによって、店
長と顧客、従業員と顧客の距離が縮まるし、参加した顧客同士も横のつながりが広がる。
店舗によっては、顧客に種を渡して植木鉢で植木を育てるということをやってみたりと
か、顧客との接点をもっと広げたり深めたりする取組を創意工夫して行っている。 
 
⑥ 地域での取組 
地域密着の取組としては、店舗ごとで行っているボランティア活動がある。例えば、
ごみ拾いとか草むしりとか、いろいろな地域のお祭りへの参加、献血活動などは、当た
り前のようにやっている。会社としては、介護施設に出向いて遊技機で遊んでいただく
という施設訪問をしたりしている。また、スポーツには前向きでポジティブなイメージ
があるので、そのような企業イメージを根付かせるために、フィギュアスケートやスカ
ッシュなどのスポーツイベントに協賛している。 
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地方においてパチンコホール経営会社がなし得ることについては、まだまだできてい
ないことが多いが、雇用の確保と納税が、ある意味、一番の社会貢献だと思う。 
 
⑦ 新業態・新規ビジネス 
自社では、ROI20%という基準があるので、それを超えるものがあれば新規ビジネスも
考えるが、ROI20%を超えるようなものはなかなかない。したがって、パチンコビジネス
で伸びしろがあるうちは、本業であるパチンコホールを中心に考えている。 
ただし、現在、新規ビジネスとして航空機のリース事業を考えていて、年間の上限金
額 300 億円で、3 年間で 900 億円、航空機 20 機ということで考えている。 
駐車場で何か新しいことをしようと思っても、所轄の警察署の許可がいるとかになるの
で、現実的にはなかなか難しい。パチンコ業界のいろいろな規則の中で経営をしており、
それが足かせになってしまっている部分も多いので、それが外れてこないと新規事業も
なかなか進まない。 
新業態としては、管理遊技機が出てきて付帯設備がいらなくなると、小規模な店舗で
も遊技機を置ける可能性が出てくる。そうなると、ローコストモデルや小商圏モデルな
ど、新しいビジネスモデルを考える必要が出てくると思っている。 
 
⑧ カジノ開設による影響 
日本にカジノができても、パチンコ業界への影響はないと考えている。自社はグルー
プで 450 店舗あるが、カジノはまずは 3 箇所である。また、パチンコは日常的な遊びで
ある一方、カジノは非日常である。わざわざ行って「よし、やってやろう」という非日
常のギャンブルと、サンダル履きで気軽に行く日常の遊びとは全然違うので、影響はな
いと思う。ただし、IR ができると、国民の目として、ギャンブル依存問題に注目度が高
まると思う。その際には、カジノだけじゃなくて、公営ギャンブルやパチンコ業界に対
しても、このままでいいのかという圧力がかかってくるので、射幸性を下げたり、依存
症に対する取組が求められたりすると思う。 
依存症問題に関しては、依存状態というのは、どういう状態なのかというのが全く定
義されていない。依存状態とは、お金や時間に対して自分でコントロールできずに第三
者に迷惑をかけている状態といわれているが、アンケート上でこういう状態の人が 5%
いるということを言っているだけで、どの人がどういう状態かっていうのは全然明らか
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になっていない。そのような状況で、どうするんだ、どうするんだという話になってい
て、非常に受け身になっていて、現段階ではちょっと苦しい状態である。 
カジノ開設に絡んで、パチンコに対して射幸性を下げるという要求が高まる可能性が
ある。そのため、さらに射幸性が低くなる可能性があると思うので、その辺を想定しな
がら、コスト構造を改善して状況が変わっても経営していけるようにしなければならな
いと考えている。 
 
第三節 事例研究３ 株式会社ユーコー 
 
会社概要 
正式社名 株式会社ユーコー 
本社所在地 福岡県久留米市東町 28-9 
設立 1974 年 5 月（創業 1948 年 5 月） 
代表者 代表取締役社長 金海基泰 
資本金 10 億円 
売上・利益 グループ売上 1090 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 29 店舗 遊技機リサイクル業・旅館・ゴルフ場・飲食店 
店舗名 ユーコーラッキー、EVO 
従業員数 約 1,200 名（正社員 約 340 名） 
（出所）ユーコーラッキーグループ HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
九州地区に 26 店舗、関東に 3 店舗を有し、パチンコ業界において、九州の雄と目さ
れている。パチンコホールの他、遊技機のリサイクル事業、旅館、ゴルフ場、飲食店を
経営している。ここ数年の業績は、横ばいである。 
自社の強みとしては、営業力、現場力の他、以前から新卒採用および人材育成に力を
入れてきたことによる。20 年以上前から大学卒の新卒採用を行っており、現在、すべて
の店舗の店長が大学卒となっている。また、以前から、売上や入替費用などの経費につ
いて、きちんとした予算管理を行っていることも強みとなっている。また、兄であり代
表取締役社長である金海基泰氏が営業全般を担当しており、弟であり代表取締役副社長
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である金海基樹氏が企業理念やガバナンスなどを担当しており、兄弟の役割分担が上手
くできている点も強みである。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
現在のパチンコ市場の状況は、自社にとっては、ピンチでもあり、チャンスでもある
と考えている。市場自体がシュリンクしている状況は、自社にとってもピンチではある。
一方で、市場の状況からするとパチンコ店舗が多すぎるという状況の中で、九州地域で
十分なブランド力と優れた人材に裏打ちされたサービス力によって競争力を維持すると
ともに、豊富な資金力を背景にして、規制などにもきちんと対応した王道の経営が可能
となっており、競合他社からの優位性を保っている点で、自社にとってはチャンスでも
ある。今後の一つの目途として 50 店舗を目指しており、条件の合う良いものであれば、
新規出店および M&A によって出店を増やしていきたいと考えている。 
パチンコ市場の縮小の一要因として規制の問題があるが、今後も規制は徐々に厳しく
なっていくものと思われる。 
余力のある会社は顧客に遊ばせることができるが、余力がない会社は、計画なしに顧
客から利益を取ろうとするところもある。そういう会社は、顧客から見離されて、今後、
淘汰されていくものと思われる。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業については、ギャンブル性を好む顧客が多いため、拡大に前向きではない。
ただし、パチンコ業界全体としては、低貸玉営業は今後も拡大していくものと思われる。 
 
④ 遊技機メーカーとの関係 
九州地域で大きなシェアを有していることを背景に、遊技機メーカーとは良い関係を
維持している。ゴルフコンペなどの行事を通して、九州地区の支社長などと良い人間関
係を築いている。 
パチンコ業界でイノベーションを起こすためには、遊技機メーカーが自らリスクを負
えるかである。例えば、遊技機メーカーがパチンコホールに無料で遊技機を設置して、
その遊技機による利益を遊技機メーカーとパチンコホールが分け合うというくらいの思
い切った発想が必要である。 
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⑤ 社会的提供価値 
パチンコの提供価値としては、理想としては身近な大衆娯楽としてのものであるが、
現実は、顧客はギャンブル性に魅力を感じて遊技している。 
パチンコ業界の問題を考えるにあたって他業界をベンチマークとすることは有益であ
るが、パチンコ業界のベンチマークの一つとして建築業界があると思う。業界へのマイ
ナスイメージが根底にあり、慢性的な人材不足状態にある。建築業界においても、イメ
ージアップに繋がる取組は行っているが、現実が変わらないと効果は一過性で終わる。
また、各企業のイメージアップはやりやすいが、足並みが揃わないなどの問題があるた
め、業界全体のイメージアップは容易ではない。 
身近な大衆娯楽としては、提供側はビジネスとして行っているので、顧客側に対して、
負けても楽しかったという感覚を与えることが必要である。そして、ゲームや遊園地、
外食などとパチンコとを比較すると、お金と時間の価値交換のあり方が異なると考えて
いる。すなわち、ゲームや遊園地、外食などは、お金を消費することによって楽しい時
間を得ているが、パチンコの場合には、金銭的なリターンがあるので、お金と楽しい時
間のトレードオフにはなっていない。また、ゲームや遊園地、外食などは一般的に複数
人で楽しむものであるが、パチンコは、基本的に一人で楽しむものであるため、お金を
消費しても第三者との関係で楽しみを得るということが生じにくい。このようなことか
らすると、パチンコは、そもそも、負けても楽しいということを感じ得るのかという疑
問が生じるのであり、むしろ、ギャンブル性にこそ、すなわち、勝つことによってこそ、
楽しさを感じることができるのではないかと思う。 
とはいえ、パチンコ業界が社会に何を提供しているのかということを考察することは
重要であり、そのような考察を通じて、パチンコ業界が社会で必要とされる存在となり、
CSV の観点から、社会と価値を共有する存在にならなければならないと考えている。パ
チンコ業界が社会に提供しているのは、税収や雇用だけではないし、CSR の取組だけで
もない。その先に、どのような価値があるのかが重要であるところ、現段階において見
えていないだけで、実際には、そういったところに社会的提供価値があるのではないか
と考えている。 
 
⑥ 地域での取組 
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地域密着の取組として、地域フリーペーパーの作成・配布、バスや電車の時刻表の配
布、防災マップの掲示、近隣飲食店情報の提供、地域催しの情報掲示などを行っている。
また、災害ボランティアへの参加や災害義援金の提供、地域振興行事や地域イベントへ
の協賛や人材支援、地域行事への駐車場の開放、暴力追放活動への参加、店舗の緑化推
進、ハイブリットカーの導入、留学生支援など、多くの地域支援を行っている。これら
の目的としては、企業としての CSR の他、地域に根ざす企業として地域で孤立しないこ
とを念頭に置いている。 
 
⑦ 新業態・新規事業 
パチンコホール以外の事業として、1992年以降、遊技機リサイクル事業を行ってきた。
これは、当時、社会問題となっていた遊技機の不法投棄問題を解決するべく、始めた事
業である。また、遊技機リサイクル事業の他、旅館、ゴルフ場、飲食店を経営しており、
これらは、高齢化した社員の受け皿にもなっている。これらのパチンコホール以外の事
業で、100 億円から 150 億円の年間売上を上げている。 
新規ビジネスについては、外部から持ち込まれることが多いが、持ち込まれたものに
ついては、経営陣で検討している。 
一方、パチンコの新業態については、自社としては、王道の経営をすべきであり、現
在のパチンコに集中すべきであると考えている。 
 
⑧ カジノ開設による影響 
カジノとパチンコの顧客は客層が異なり、カジノ開設の地域も限られるので、パチン
コ顧客がカジノに奪われるということはないと考えている。 
カジノ開設によるパチンコ業界への影響について、悪いパターンとしては、カジノに
参入した外資からパチンコが目の敵にされて、パチンコへの規制が強化されるといった
ことが考えられる。しかしながら、全体としては、カジノ開設によってパチンコ業界に
は良い影響が生じると考えている。換金が合法化される可能性があり、また、カジノや
パチンコが合法的なギャンブルとして世間から認められることで、パチンコに関する
様々な問題の解決に向けたスタートとなる可能性があるためである。 
第四節 事例研究４ 株式会社合田観光商事 
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会社概要 
正式社名 株式会社合田観光商事 
本社所在地 北海道札幌市中央区南 2 条西 10 丁目 1000 番地 2 KUWAGATA ビル 
設立 1981 年 3 月（創業 1952 年 5 月） 
代表者 代表取締役社長 合田高丸 
資本金 5 千万円 
売上・利益 売上高 1259 億円 経常利益 11 億 4000 万円（2017 年 12 月期） 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 37 店舗 
店舗名 ひまわり 
従業員数 1,061 名（2017 年 8 月 10 日現在） 
（出所）株式会社合田観光商事 HP を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
自社は、「ひまわり」という屋号で、北海道で 30 店舗、東北で 7 店舗を経営している。
1952 年に北海道の弟子屈町において先々代社長（現社長の祖母）が主婦仲間とともに自
宅を改装した 30 台の店舗で創業したこともあり、コストをかけ過ぎずに顧客に遊んでも
らうという地域密着経営を行ってきた。その先々代の姿を見ていた先代社長（現社長の
父親）も、パチンコは本当に世の中に必要なのかということを追求した。そのような企
業文化があるため、コストの年間削減目標を掲げるとともに、経費についてパチンコ業
界基準の価格設定をそのまま受け入れずに、他業種ベンチマークや入札などを通じて適
正価格での購入をするようにしている。また、三方良しの考えから、納入業者に対して
も、利益が出ないのに自社と付き合うために無理をして値引きするということはさせず、
利益を確保してもらいながらも、可能な価格はどれくらいなのかということを意識して
いる。 
このような会社文化を背景にして、低いコストでパチンコホールを経営することがで
きており、着実に店舗を増やしてきた。図表 6-6 のとおり、ここ数年は、売上および経
常利益ともに減少している。 
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図表 ６-６：株式会社合田観光商事の売上および経常利益の推移 
 
（出所）株式会社合田観光商事 HP の IR 情報を基に筆者作成 
 
10 年以上前は、何年後に何店舗という目標を立てていたが、現在は、いい条件の物件
があれば出店するという方針をとっている。また、立地面・契約条件・商圏分析から、
薄利経営でも維持できると想定できるような、いい条件の物件が出てきた時に出店を即
決できる財務的な体力を保っておくということも意識している。新規出店の地域につい
てはこだわりはないが、経営効率を考えると、北海道、東北から南下していく形になっ
てくる。 
遊技機の入替費用については、社内ルールを決めている。入替費用はコストの大部分を
占めるため、これをどれだけ抑えるのかが重要となるが、同時に、入替が必要であるこ
とも事実である。そのため、本当に必要な遊技機か、本当に必要な台数はどれくらいか
について、毎月、役員会で活発な議論をしている。 
また、宣伝広告費に関しても、広告を出せば効果が出るという時代は終わり、広告媒
体や広告地域だけでなく、チラシの紙質までこだわって広告効果を検討する必要がある。
宣伝広告費にもパチンコ業界価格があったため、入札などを行うことによって、一般価
格にするようにしている。 
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② パチンコ業界の現状および展望 
パチンコホールは設備投資産業であるため、コストを抑えることが大切である。そし
て、従来、パチンコ業界に蔓延していたパチンコ業界価格から脱却していくことが必要
である。 
また、パチンコ業界に対する規制についても、業界の市場規模や実態を考えると、風
俗営業適正化法による規制には限界があるように思う。パチンコ業法を制定し、パチン
コホール経営会社として、できることとできないことを明確にしてもらうことが必要で
ある。 
 
③ 遊技機メーカーとの関係 
遊技機メーカーは、決算書から読み取る範囲では利益率の高い企業が多い。一般財団
法人保安通信協会の遊技機の検定および認定の制度を改善すれば、遊技機メーカーも遊
技機の価格を下げることができるようになるのではないかと考える。そうすれば、パチ
ンコ業界全体として良いスパイラルを作り出すことができ、様々な問題が解決に向かう
可能性がある。 
 
④ 地域での取組 
地域密着の取組としては、町内会の催しに参加したり、協賛したりしている。また、
営業地域の特性に合わせて、地域で採れた農作物をパチンコ景品に加えたり、各都道府
県のご当地グルメ等を景品として扱ったりしている。 
 
⑤ 新業態・新規事業 
自社の創業の地である北海道弟子屈町から、地元のために弟子屈町所在のゴルフ場を
引き受けて欲しいとの要請があり、社会貢献の観点から引き受けることとした。コース
管理には妥協しない一方、圧倒的に人口の少ない地域でもあるので、黒字化させるのに
は苦慮している。昨年からは完全セルフプレーを導入して、赤字幅を大きく圧縮してい
る状況である。 
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⑥ カジノ開設による影響 
カジノは、基本的に観光ビジネスであると考えており、また、入場料の徴収や入場回
数の制限がある。そのため、今のところはパチンコ業界に対して経営に甚大な影響を与
えるほどの大きな影響はないものと考えている。 
 
第五節 事例研究５：株式会社三公商事 
 
会社概要 
正式社名 株式会社三公商事 
本社所在地 長野県岡谷市長地権現町 4-4-1 
設立 1974 年 4 月 
代表者 代表取締役 呉本公太 
資本金 5000 万円 
売上・利益 売上 650 億円 経常利益 15 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 25 店舗 不動産賃貸、保険代理業、雑貨販売、喫茶店 
店舗名 ニューアサヒ 
従業員数 約 450 名 
（出所）株式会社三公商事 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
長野県で 22 店舗、山梨県で 2 店舗、東京都で 1 店舗を経営している。企業としての
強みとしては、地域一番店としてのブランド力を有しているため、大手パチンコホール
経営会社が進出してきたとしても、ほどほどに遊ばせてくれるという顧客からの信頼感
の下、顧客が離れない状況となっている。そのため、図表 6-7 のとおり、安定的な経営
を行うことができている。 
また、各店舗の店長への教育に力を入れており、各店長に店舗予算の自由度を与えて、
各店舗の状況に合わせた戦略を取っていることが挙げられる。また、以前から徹底した
コストカットを実施してきており、無駄な店舗装飾や不必要な間接費を排除することに
よって、低コスト経営を実現している。 
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図表 ６-７：株式会社三公商事の売上および従業員数の推移 
 
（出所）株式会社三公商事 HP 
 
ここ最近の自社の状況は、売上は若干落ちているが、顧客一人当たりの滞在時間が増
えており、稼働は微増となっていて、全体としては現状維持という評価をしている。 
今後は、長野県、山梨県、関東地域をターゲットとして、40 店舗くらいまで増やして
いきたいと考えている。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
パチンコ業界全体としては、シュリンクしていくと同時に、単なるギャンブルだけで
はなく、時間消費型の価値を付加していく形に変わっていくものと思われる。ただし、
パチンコは、終了時間が決まっていないゲームであるため、早く勝負を決めたいという
人が増えている現代において、どのようになっていくのかは分からない。 
現在、顧客のニーズが多様化している。高齢者は、来店回数は多いが、実際に使うお
金は多くない。お金を使っているのは、20 代から 30 代前半の男性であるところ、その
ようなヘビーユーザーによって経営が支えられている面がある。 
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低貸玉営業の競争が激化している中、規制によって遊技機自体の射幸性が低下してい
るため、顧客としては低貸玉で遊ぶ必要性が低下している。そのため、低貸玉営業につ
いては、今後、現状維持または減少に向かっていくのではないかと考えている。 
パチンコホールに対する規制は、さらに強化されていくものと考えており、特に、三
店方式をとる換金問題についてはメスを入れられるおそれがある。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業に関しては、顧客の意識が「あって当然」というものになっているため、
設置台数基準で、パチンコの 35%、パチスロの 15%を低貸玉営業としている。高貸玉営
業だろうが低貸玉営業だろうが、顧客には「パチンコをするならあの店舗」という意識
があるため、低貸玉営業の顧客も重要な顧客であると認識している 
 
④ 遊技機メーカーとの関係 
長野県および山梨県でシェアを持っているため、遊技機メーカーに対して、ある程度
の力を持って良い関係を築けている。 
 
⑤ 社会的提供価値 
パチンコホールは、日常生活でストレスを感じている人たちが一番身近に喜怒哀楽を
表現できる場となっている。 
また、40 代や 50 代の人たちを中心に、パチンコホールにおいてコミュニティーが形
成されている。お互いに住所や職業、本名すら知らないが、パチンコという共通話題が
あり、日常を離れて、パチンコホールにおける人格で接することができるということが、
そのような人たちのストレス解消に寄与しているものと思われる。 
 
⑥ 地域での取組 
地域密着の取組としては、地域の祭りや花火への協賛をしたり、ボランティアや掃除
活動などを行ったりしている。また、全店舗に災害備蓄を行っている。また、営業地域
では高齢化の問題が顕在化しているが、高齢者を雇用することによって、老後資金の足
しにしてもらうとともに、生きがいを与えるようにしている。このような地域密着の取
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組は、CSR の一環という面の他に、自社のイメージアップを狙うとともに、地域の住民
に自社を知ってもらうことによって、新規顧客を獲得することも目的としている。 
 
⑦ 新業態・新規事業 
新店出店や新規ビジネスを検討する部署として、経営戦略室を設けている。 
10 年以上前から、長野県上伊那郡において「辰野ときめきの街」というショッピング
モールを経営している。直営のパチンコホールの他、スーパーマーケットや衣料品店、
子育て支援センターなどが入居しており、時間潰しや買い物のついでにパチンコをする
というコンセプトを実現させている。地方において人が集まるショッピングモールにパ
チンコ店を入居させることによって、そこに行く癖を付けるという意味もある。 
また、最近は、フランチャイジーとして 24 時間営業のフィットネス事業を始めた。事
業の多角化を図るとともに、会社のイメージ向上によって新卒採用に繋げたいとの思い
がある。 
なお、パチンコと他業種との融合というのは、なかなかしっくりこず、ワンコイン系
の飲食店くらいしか相乗効果は得られないように思う。 
 
⑧ カジノ開設による影響 
自社についてみると、ギャンブルが好きなヘビーユーザーに経営を支えられて
いる。そのようなヘビーユーザーは、カジノも好む傾向にあり、また、カジノと
しても、そのようなヘビーユーザーに対して、交通手段やホテルを提供して集客
することも考えられることから、カジノ開設は、パチンコ業界にも一定の影響を
与える可能性があるものと考える。 
 
第六節 事例研究６ 株式会社大原興商 
 
会社概要 
正式社名 株式会社大原興商 
本社所在地 千葉県木更津市請西 1－24－29 
設立 1982 年 4 月 14 日 
代表者 代表取締役 大原栄奉 
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資本金 9000 万円 
売上・利益 売上 200 億円 経常利益 8 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 3 店舗 不動産開発・管理事業・太陽光発電事業 
店舗名 PLAZA Do 
従業員数 約 160 名 
（出所）株式会社大原興商 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
千葉県木更津市および富津市で、パチンコホールを 3 店舗、経営している。ここ 3 年
の業績としてはほぼ横ばいであるが、今年は、約 8%の増収増益となる見込みである。 
自社の強みとしては、店舗をきれいにしたり、臭い対策などの遊技環境を改善したり、
駐車場を広く停めやすくしたりと、10 年以上前から目に見える改革を行ってきたことに
よる。 
また、木更津・君津地域は、アクアラインや首都圏中央連絡自動車道の整備による交
通の利便性が増したことによって若い世代のベットタウンとして高い魅力を有し、また、
新日鐵住金株式会社の君津製鉄所が存在していることから、パチンコ顧客となり得る一
定数の若い世代が居住している。そのような地域において、利益を取り過ぎずに顧客に
適度に遊ばせるという方針を貫き、顧客との信頼関係ができていることも強みとなって
いる。 
さらには、目が届きやすい 3 店舗に店舗数を絞るとともに、その 3 店舗については、
大手が進出してきても対抗できるだけの設置台数とサービスの質を保っている。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
現在、パチンコ業界全体としては。厳しい経営状況にある。しかしながら、顧客との
信頼関係をしっかりと構築し、店舗の規模やサービスの質を高いレベルで保てるのであ
れば、十分に利益を出せる。 
また、今後もしばらくは店舗数の減少が続くが、一定数に落ち着いた段階で規制緩和
などがなされて、経営環境は安定するものと思われる。現在、パチンコ業界は、37 万人
から 38 万人の雇用を維持しており、また、納税の義務も果たしているところ、このよう
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な一つの大きな産業自体を潰してしまうという施策は、政治や行政も取らないと考えて
いる。 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業については、木更津市の 1 店舗を低貸玉専門店としてはいるが、基本的に
は積極的に導入していない。顧客において高貸玉営業で遊びたいというニーズが強い上、
高貸玉営業でもきちんと遊べるという顧客との信頼関係が築けているためである。一方
で、懐具合と相談して低貸玉で遊ぼうという顧客もいるので、そのようなニーズに対応
するために、少ないながらも低貸玉営業も行っている状況である。 
 
④ 遊技機メーカーとの関係 
遊技機メーカーとは、地域一番店であることによって、良好な関係を築いている。 
 
⑤ 社会的提供価値 
顧客は勝ちたいと思ってパチンコをしているのであるから、パチンコで負けた顧客は
満足しない。したがって、顧客満足度を経営指標とするべきではなく、顧客との信頼関
係の下、あの店で負けたのであれば仕方ないという顧客納得度を重視すべきである。 
 
⑥ 地域での取組 
地域密着の取組としては、営業地域の花火大会に協賛したり、地域のボーイスカウト
の募集をしたりといったことを継続的に行っている。また、地域災害に備えて、各店舗
に自家発電設備を設置するとともに、災害備蓄も行っている。 
 
⑦ 新業態・新規事業 
新業態としては、9 年前から、大規模複合商業施設を経営している。自社のパチンコ
ホールの他、ホームセンターや自動車ディーラーなどが入居しており、共通顧客が相当
数いるため、集客の相乗効果が生じている。また、隣にイオンモール富津があるという
立地により、パチンコの帰りにイオンモールでの買い物をしていくといった状況も生ん
でいる。 
 
⑧ カジノ開設による影響 
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カジノについては、客層が違うので、パチンコ業界には影響が生じないものと考える。 
第七節 事例研究７ 金海商事株式会社 
 
会社概要 
正式社名 金海商事株式会社 
本社所在地 東京都台東区上野 2-1-3 88 ビル 
設立 1968 年 10 月 24 日 
代表者 代表取締役 金海和男 
資本金 5000 万円 
売上・利益 グループ売上 36 億円 グループ経常利益 2 億 2000 万円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 2 店舗 不動産賃貸、ホテル、飲食店 
店舗名 ナポレオン 
従業員数 120 名 
（出所）インタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
パチンコホールは、上野と八王子で 1 店舗ずつ経営している。以前は 4 店舗であった
が、利益を挙げにくくなったので、自社所有不動産で経営している 2 店舗だけにした。 
会社全体としては、不動産 10 物件を所有して賃貸しており、また、飲食店 8 軒および
ホテル 1 つを経営している。パチンコホールの利益は、会社全体の利益の 10%程度であ
る。 
ここ最近の業績としては、不動産賃貸部門や飲食部門は横ばいであるが、パチンコホ
ール部門については、ここ 10 年で利益額は大きく減少した。もっとも、利益は減ってい
るが、他の業界と比べると、パチンコホールの利益率は高い方である。 
自社のパチンコ事業の強みとしては、いずれの営業地域でも老舗であるので、一定の
常連客が付いていることである。ただし、そのような常連客の高齢化が問題である。そ
れ以外に、特に強みはないと思う。 
自社は、パチンコ部門においては、コストをかけずに一定の利益を守るという戦略を
とっている。したがって、パチンコ部門の経営課題としては、従業員および顧客による
不正を防止するための監視に気を使っている程度である。 
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自社の顧客としては、ヘビーユーザー化が進んでいると思う。 
② パチンコ業界の現状および展望 
パチンコホールは、参入障壁が高い。業界全体に対するイメージが悪く、換金問題が
あるので上場企業は参入しない。一方で、遊技機メーカーが力を持っており、パチンコ
ホールは一定量の遊技機入替が必要なところ、遊技機の価格も非常に高い。また、風俗
営業適正化法の適用を受けており、何か問題があると営業停止処分などを受ける。この
ような点からすると、パチンコホール経営は難しい面もある。 
今後のパチンコ業界は、ギャンブルという面で一定のユーザーがいるのでなくなるこ
とはなく、大手が寡占化して生き残ると思う。 
パチンコは、大衆娯楽という捉え方は正しくなく、純粋なギャンブルとして捉えるべ
きである。したがって、パチンコのイメージ回復は無駄な努力であると考える。 
パチンコ業界は、イノベーションが起きにくい業界である。その最大の要因は、遊技
機メーカーが遊技機の価格を下げないからだと思う。遊技機メーカーは、特許権の共同
管理や保安通信協会の検定手続の困難さなどを背景に高い参入障壁で守られているとこ
ろ、パチンコ人口が大きく減少しているにもかかわらず、遊技機の価格を下げず、むし
ろ、価格を上げている。そして、パチンコホールとしては、その高い価格で遊技機を買
わざるを得ない状況になっているので、結局、顧客から利益を取らなければならないと
いう状況にある。このような構造を打破して、例えば、遊技機メーカーから 1 台 10 万円
程度の遊技機が発売されれば、パチンコ業界全体が変わっていくと思う。 
パチンコ業界への規制については、社会の雰囲気次第で厳格化されたり緩和されたり
する。今後の規制についても、楽観はしていない。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業については、全遊技機設置台数の約 50%である。あくまでも、パチンコホ
ールとして、高貸玉営業と低貸玉営業のどちらが利益を挙げられるかという視点で考え
ている。 
 
④ 遊技機メーカーとの関係 
現場レベルで付き合いがある程度である。以前は、経営陣が遊技機メーカーとの付き
合いをして情報収集や交渉をしていたが、店舗数が少ない自社では遊技機メーカーの優
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遇もほとんど受けられないので、遊技機メーカーとの関係構築にはたいして力を入れて
いない。 
 
⑤ 社会的提供価値 
顧客が求めているのは、単純にギャンブルであると思う。コミュニティーの形成など
が言われているが、もし必要なのであれば同様のコミュニティーは他の場所でも見つけ
られるはずであるし、その方が顧客が払うコストとしても断然安いと思う。 
 
⑥ 地域での取組 
地域密着の取組としては、町内会費を支払っている程度である。地域密着の取組をい
ろいろやっても、効果はないと思う。顧客と店舗が仲良くなっても意味はないと思うし、
差別化要因にもならないと思う。 
 
⑦ 新業態・新規事業 
新規事業として、ワイン関連事業を進めている。元々は、飲食店を経営していること
からワインスクールに通いだしたが、現在は、自身が人気のワイン講師として活動して
いる。ワインは今後も需要が伸びていくと思われるし、良質で広い人間関係を継続的に
構築できるという意味でも良い業界だと思う。将来的には、ワインを売りにした飲食店
やワインスクールの経営に進んでいくことを考えている。 
 
第八節 事例研究８ 三徳実業株式会社 
 
会社概要 
正式社名 三徳実業株式会社 
本社所在地 千葉県船橋市本町 3-6-2 パレアルカディア 103 号 
設立 1976 年 12 月 11 日 
代表者 代表取締役 岩本義男 
資本金 5500 万円 
売上・利益 売上 120 億円 経常利益 2 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 4 店舗 不動産賃貸、ホテル 
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店舗名 クレスト 
従業員数 280 名（正社員 55 名）（2018 年 10 月末現在） 
（出所）三徳実業株式会社 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
千葉県において、パチンコホールを 4 店舗、経営している。その他、レジャーホテル
およびカプセルホテルを 4 物件、経営しており、賃貸マンション 3 棟を所有している。 
売上は約 110 億円であり、経常利益は約 2 億円である。このうち、パチンコホールは、
売上の 80%から 90%、利益の 70%を占めている。また、従業員は、正社員として 55 名、
アルバイトも含めると約 280 名であるが、このうち、3 分の 2 がパチンコホール部門で
勤務している。 
最近の業績としては、5,6 年前には売上が 160 億円程度であったが、現在は 110 億円程
度に減少しており、パチンコホール部門の売上の落ち込みが大きい。これに対しては、
パチンコホール部門における遊技機入替費用や宣伝広告費の削減などで対応しており、
現在においても一定の利益を確保できている。 
良い条件の居抜き物件など、条件が合致すればパチンコホールを増やす可能性はある。
一方、レジャーホテルやカプセルホテルは、もっと積極的に増やしていきたい。 
自社の強みとしては、大手が出店しやすい地域の狭間にある老舗であるため、営業地
域の顧客を掴んでいることが挙げられる。また、父親および兄弟が同じ方向を見ながら
役割分担をして経営にあたっており、会社全体が熱意をもって仕事に取り組んでいて、
経営上の細かい数値を検討できる体制にある。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
今後のパチンコ業界は、市場自体がなくなることはないものの、さらに衰退すること
が予想される。小規模の会社から淘汰されていき、一定の寡占化が進む可能性が高い。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業に関しては、遊技機の割合で全体の 30%程度であり、業界平均からすると
少ない方である。低貸玉営業の顧客については、高齢者を中心に余暇に貢献しており、
顧客同士のコミュニティー形成にも寄与していると自負している。 
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④ 遊技機メーカーとの関係 
遊技機メーカーとの関係は、購入側であるパチンコホールが頭を下げる立場にあり、
他業界とは立場が逆転している。 
 
⑤ 社会的提供価値 
顧客がパチンコに求める価値については、昔よりも、客層によって好みが分かれてい
るのは事実であるが、基本的には、ギャンブル性を求めていると思う。 
 
⑥ 地域での取組 
地域密着の取組は、特に行っていない。 
 
⑦ 新業態・新規事業 
パチンコホールの新業態については、立地やパチンコとの親和性を厳密に検討する必
要があると考える。そういう意味で考えると、地方において広い駐車場を有していると
いう点や客層が重なる点などを考慮すると、他業種とパチンコの複合施設は成功の可能
性があり、例えば、ホームセンターなどはパチンコとの親和性が高いと思う。また、飲
食店やコンビニエンスストアなども、パチンコ顧客が求めるものであるので、相乗効果
が生まれる可能性があると考える。ただし、一般に対してイメージが良くないパチンコ
ホールと同じ敷地で経営することについて、他業種の方から敬遠されるおそれはある。 
新規事業については、規制との関係で警察などに気を使わなければならないので、行
政がどのように考えるか次第である。 
 
⑧ カジノ開設による影響 
国家がカジノ開設に向かっており、依存症問題の提起など、国策によって行われてい
る面がある。パチンコ業界にどのような影響を与えるかについても、国や行政の動きを
注視していく必要がある。 
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第九節 事例研究９ 株式会社東亜 
 
会社概要 
正式社名 株式会社東亜 
本社所在地 東京都北区王子 1-9-5 京徳ビル 7 階 
設立 1968 年 8 月 
代表者 代表取締役 野山昌言 
資本金 6000 万円 
売上・利益 売上 100 億円 利益 3 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 6 店舗 不動産賃貸、化粧品製造販売 
店舗名 JURAKU 
従業員数 150 名（正社員 50 名） 
（出所）株式会社東亜 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 
東京都北区および練馬区、千葉県柏市において、パチンコホール 6 店舗を経営してい
る。パチンコホールの他、所有ビル 2 棟の賃貸と化粧品製造・販売を行っている。 
売上は約 100 億円、経常利益は約 3 億円であり、パチンコホール事業と他事業では、
売上は 9:1 程度、利益は 6:1 程度である。ここ 5 年で、売上は毎年 10%程度の減少であ
り、利益も毎年 5%程度の減少となっている。 
自社の強みとしては、東京都北区で約 50 年、パチンコホールを経営しており、地域
No.1 店舗として、地元の顧客に対してブランド力を有している点である。また、大手と
比べると、自社は意思決定や実行のスピードが速い。 
 
② パチンコ業界の現状および展望 
パチンコ業界自体が将来的になくなるわけではないが、経営環境は悪化しており、利
益を確保することが難しくなってきている。コストコントロールができる会社や店舗が
生き残れる可能性が高い。また、競争が激しいことから、店舗施設の整備や付帯サービ
スの充実が進むと思う。 
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ここ数年で、顧客がパチンコに使えるお金が少なくなっており、大当たりが出るまで
に費やせる費用が低下しているため、低貸玉営業については、今後も拡大していくと予
想している。 
規制に関しては、店舗数がもう少し減ってくると緩和されると思う。 
 
③ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業は、設置台数の半分くらいとなっている。低貸玉営業を好む顧客と高貸玉
営業を好む顧客は、基本的には分かれている。低貸玉営業の方が利益が安定するので、
今後、低貸玉営業を増やせる店舗は増やそうと思っている。 
 
④ 遊技機メーカーとの関係 
遊技機メーカーとの関係では、顧客に人気のある遊技機を設置することによって集客
ができるので、遊技機メーカーがパチンコホールに強いという構造になっている。 
 
⑤ 社会的提供価値 
顧客がパチンコに求めるものとしては、最低限のギャンブル的要素を基礎として、地
域のコミュニティーであると考える。休憩スペースを設けたり、来店ポイントとの景品
交換会などを開催したりして、顧客と店舗、顧客と顧客のコミュニティー形成を促して
いる。 
 
⑥ 地域での取組 
地域密着の取組としては、町内会とのコネクションを持ち、地域の祭りに参加し、そ
の際の神輿の休憩所を設けるなどして、地域のコミュニティーセンターのような役割を
果たせるようにしている。 
 
⑦ カジノ開設による影響 
カジノに一度行ってみようという人は一定数いると思うので、そのような人たちがカ
ジノを経験した後に、同じギャンブルであるパチンコもやってみようという形で、新規
顧客や休眠顧客の掘り起こしがなされる可能性がある。 
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第十節 事例研究１０ 株式会社三洋物産 
 
会社概要 
正式社名 株式会社三洋物産 
本社所在地 愛知県名古屋市千種区今池三丁目 9 番 21 号 
設立 1968 年 7 月（創業 1955 年 1 月） 
代表者 代表取締役社長 金沢全求 
資本金 1 億円 
売上・利益 売上 2000 億円 経常利益 150 億円 
事業内容 遊技機の開発・製造 
従業員数 600 名 
（出所）株式会社三洋物産 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況 
自社および自社関連会社によって、遊技機の開発・製造・販売を行っている。売上は
年間 2000 億円程度であり、経常利益は 150 億円程度である。社員は約 600 名であり、そ
のうち、約 250 名が開発部門に所属している。 
なお、遊技機の開発・製造・販売の他、愛知県東海市においてパチンコホール 1 店舗
を経営している。これは、利益を出すためではなく、実験店舗しての位置付けである。 
遊技機メーカーの業績が非常に良かった 2000 年前後は、年間売上約 3000 億円、年間
販売台数約 100 万台という状況だったので、その頃と比べると、売上、利益ともに減少
している。 
自社の強みとしては、「海物語シリーズ」という長年にわたって顧客に人気があるコ
ンテンツを有していることにある。1995 年 5 月、海物語シリーズの原型となる「ギンギ
ラパラダイス」という遊技機を発売した。海物語シリーズは、横スクロール 5 ラインの
図柄配列を持ち、シンプルな演出が特徴となっている。また、マリンちゃんなどのキャ
ラクターや魚群リーチなどの基本的な演出について、一貫して人気を博しており、特に、
安心して遊べる遊技機として 60 代以上の男女からの支持者が多い。 
他の遊技機メーカー、特に上場している遊技機メーカーは、遊技機の開発・製造・販
売だけではなく、他業種に進出している。例えば、株式会社セガサミーホールディング
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スはエンタテインメントコンテンツ事業やリゾート事業を行っており、株式会社平和は
ゴルフ場事業を行っている。これらの動きは、利益の確保、事業ポートフォリオの拡大
はもちろんのこと、パチンコ業界から離れることで会社の社会的地位を向上させる目的
を有すると思う。 
 
② パチンコ業界の状況および展望 
現在、パチンコ市場は、週 3、4 回、パチンコをするヘビーユーザーに支えられている。
都市部ではサラリーマンや学生、地方では高齢者が多い。もっとも、今後は、低貸玉営
業の拡大はもちろん、規制による遊技機の射幸性低下も影響して、ヘビーユーザーに依
存した構造から、より大衆娯楽化する方向に進むものと予想している。 
遊技機の価格が上がっていることは確かであるが、版権使用料、デジタル映像制作費
など、原価も高騰している。また、遊技機の開発・製造には多額の費用が必要となる上、
保通協の検定を通過できるかが明確ではなく、さらには、遊技機が発売されても、人気
が出て予想販売数を達成できるかは予測が困難であり、また、近年、不人気遊技機につ
いては非常に短いサイクルで市場から淘汰されることより、遊技機メーカーとしては、
遊技機の価格を下げられない状況にある。実際に、遊技機メーカーの半数くらいは赤字
であると思われる。 
パチンコ市場が縮小している点および業界イメージが良くない点を背景にして、人材
獲得が厳しくなってきている。また、遊技機の開発部門で働いていた人がゲーム会社の
開発部門に転職する人が増えている。 
遊技機メーカー全体としては、新しい規制による遊技機入替が行われるので、2019 年
後半から旧規則設置期間が終了する2021年1月末までは業績がアップするものと思われ
る。しかしながら、それ以降に関しては、売上、利益ともに減少することが予想される。
また、遊技機の購買者であるパチンコホール経営会社でも経営が厳しい企業も多く見ら
れるので、どれくらいのパチンコホール経営会社が生き残れるのかが問題である。 
パチンコ業界に対する規制については、今後も厳しくなったり、緩和されたりが続く
と思う。この点については、パチンコ業界の宿命であると思う。 
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③ パチンコホール経営会社との関係 
遊技機メーカーとパチンコホール経営会社の力関係としては、同等であると考える。
遊技機メーカーとしても、十分な利益を挙げられていないメーカーも多く、遊技機の開
発コストは高騰している中で、発売した遊技機について、どれくらいの数量、どれくら
いの期間、売れるかということは不明確である。このような状況からすると、どちらが
力が強いということは言えない。今後については、新しい規制による遊技機入替が行わ
れる 2021 年くらいまでは遊技機メーカーが力を持つことになるが、その後は、パチンコ
ホール経営会社の再編が進み、また、店舗の大型化も進む中で、パチンコホールの寡占
化が一定程度、進むことが予想されることから、パチンコホール経営会社の力の方が強
くなる可能性が高いと思う。 
大手である株式会社マルハンや株式会社ダイナムなどについては、一定の優遇を行っ
ている。また、各地域において一番店についても、当該地域における影響力を有してい
ることから、一定の優遇を行っている。もっとも、一部の企業や店舗にあまりにも多く
の優遇をすると、他のパチンコホール経営会社からの反発も大きいことから、適度なバ
ランスを保っている。 
遊技機の価格を下げる取組として、海物語の復刻版を 20 万円弱で販売することを行っ
ている。このような遊技機は、主に低貸玉営業において利用されている。また、株式会
社ダイナムとは、遊技機のプライベートブランド機を一緒に開発・製造・販売している。
プライベートブランド機は、顧客の好みを熟知し、様々な顧客データを持っているパチ
ンコホール経営会社と協力して開発するものであり、そのような会社から一定の発注が
あることが予想されることから、自社としても、リスクを抑えた開発ができるメリット
がある。 
 
④ 低貸玉営業の取組および評価 
低貸玉営業については、高貸玉営業に経済的に付いていけない顧客がパチンコから離
れることを防ぐという意味で、遊技機メーカーとしても歓迎するものである。現在、高
貸玉営業は設置遊技機台数を基準にして 55%から 60%程度である。顧客としても、ギャ
ンブル性を楽しむために高貸玉で遊びたいという層が一定数おり、パチンコホールおよ
び遊技機メーカーとしても利益確保の観点からすると高貸玉営業の方が有利である。し
かしながら、これからも低貸玉営業の顧客需要は続くものと思われることから、設置遊
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技機台数を基準にして、高貸玉営業と低貸玉営業が同数程度になるのではないかと予想
している。 
 
⑤ 地域での取組 
地域密着の取組としては、本店所在地である名古屋地域において、救急車の寄付を行
っている。また、海物語シリーズを主要コンテンツとしていることから、海に関連する
ものとして、2006 年からライフセービングの国際大会のスポンサーとなっている。 
 
⑥ 新業態・新規ビジネス 
新規ビジネスについては、検討したこともあるが、遊技機の開発・製造・販売に集中
するという戦略をとっており、特に考えていない。 
 
⑦ 社会的提供価値 
顧客は、パチンコにおけるギャンブル性を求めているが、それ以外にも、ストレス発
散の場となっている。特に、自社の海物語シリーズは、高齢者が好む傾向にあり、決ま
った店舗の海物語コーナーに行けば、いつも会う友人や知り合いに会うことができると
いうように、一つのコミュニティーを形成するきっかけとなっている。 
新規顧客を獲得するために若い世代を引き付ける取組が必要であり、現在においても、
アニメコンテンツを用いた遊技機を開発したり、ニコニコ動画でパチンコ番組を放送し
たりしている。しかしながら、どこまで効果が生じているかは明らかでなく、若い世代
へのアピールは、パチンコ業界全体として、引き続き、課題となっている。 
 
⑧ カジノ開設による影響 
パチンコ業界に対するカジノの影響については、少なからずあるとは思う。しかしな
がら、現在、議論されているように 2,3 ヶ所のカジノが設置されるということであれば、
影響は少ないと思う。 
カジノ開設との関係で依存症問題がクローズアップされているが、警察当局と遊技機
メーカー各社が協力して、taspo39のようなシステムを開発し、顧客個人の遊技金額や遊
                                                 
39 成人識別たばこ自動販売機においてだばこを購入するために必要な IC カード。たばこ業界が中心となって自
主的に取り組んでいる未成年者の喫煙防止策の一つとして開発された。 
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技頻度を管理し、一方で、個々の遊技機のデータ管理を行うという動きがある。しかし
ながら、そのようなシステムを開発し、遊技機に搭載するとすると、開発費やサーバー
維持費など、多額のコストを誰が負担するのかということが問題となっている。 
 
第７章 仮説の考察および修正 
上記 10 社へのインタビューによる事例研究の結果、初期仮説から修正する部分と新たに
発見した内容について検証する。 
 
第一節 パチンコの社会的提供価値についての考察 
 
仮説① 
パチンコは、身近な時間消費型レジャーとしての社会的価値を提供できる。 
 
ほとんどのパチンコホール経営会社の経営者において、顧客が求めているものとして、
癒しや幸福感、ストレス解消などを挙げていた。 
しかしながら、そのような点に加えて、もしくは、そのような点よりも強調して、顧客
は、パチンコのギャンブル性を求めているという意見が多く聞かれた。 
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図表 ７-１：顧客がパチンコに求めているもの 
マルハン 最大のサービスは、顧客に大当たりを体験させること。 
身近な娯楽として原点回帰することができるか。 
ダイナム 玉が出る店舗が選ばれている。 
自社の顧客はパチンコ＋会話を楽しみに来店している。 
ユーコー 理想としては身近な大衆娯楽。 
現実はギャンブルに魅力を感じて遊技している。 
三公商事 日常生活でストレスを感じている人たちが一番身近に喜怒哀楽を表現できる場。 
大原興商 顧客は勝ちたいと思ってパチンコをしている。 
金海商事 顧客が求めているのはギャンブルである。 
三徳実業 昔よりも客層によって好みが分かれているが、基本的にはギャンブル性。 
東亜 最低限のギャンブル的要素を基礎として、地域のコミュニティー。 
三洋物産 ギャンブル性を求めているが、それ以外にも、ストレス発散の場となっている。 
（出所）筆者作成 
 
脳科学によるパチンコ顧客の分析やマズローの欲求階層論からの示唆として、パチンコ
顧客は、癒しや幸福感、自尊心の充足などを求めてパチンコを行うと考え、身近な時間消
費型レジャーとしての社会的価値が提供できるという初期仮説を設定した。 
それを基にインタビューを行ったが、日頃からパチンコ顧客と接しているパチンコホー
ル経営会社の経営者の目から見ると、顧客が求める最も根本的なものはギャンブル性であ
り、だからこそ、顧客に対して大当たりの快感を体験させることが必要であるという考え
が大半であった。 
谷岡(1998)40は、ギャンブルゲームのおもしろさについて、以下のとおり、11 要素に分類し
た上で、ランクごとに点数をつけて比較した。そうしたところ、図表 7-2 のとおり、他のギ
ャンブルゲームに比べて、パチンコのおもしろさは群を抜いていることが明らかになった。
谷岡自身も認めるとおり、当該調査は主観的な偏りがある可能性を否定できないが、それ
を差し引いたとしても、パチンコの点数が高いことは間違いない。これらのことからする
と、パチンコの社会的提供価値としては、顧客に対し、大当たりを体験させて、おもしろ
さを提供することも重要な要素であると考える。  
                                                 
40 谷岡一郎（1998）『現代パチンコ文化考』筑摩書房 
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図表 ７-２：ギャンブルゲームのおもしろさ総合ランキング 
 
（注）ギャンブルゲームのおもしろさの要素について、その重要度を加味して以下のとお
り分類する。 
   A ランク：ドキドキ感の持続性、攻略感、スピード 
   B ランク：ドキドキ感の強さ、爆発力、正力態度、ルールの簡単さ 
   C ランク：対人圧迫感からの自由度、オプションの多様性、主人公感覚、美しさ 
  各項目の順位に応じた点数に重要度ランクごとの数字を乗じでランキングとした。 
（出所）谷岡一郎（1998）『現代パチンコ文化考』筑摩書房 
 
当然ながら、パチンコのギャンブルゲームとしてのおもしろさの面と時間消費型レジャ
ーの面は相反するものではなく、両立し得るものである。また、両者が併存するからこそ、
パチンコという遊技がよりおもしろく、顧客を惹きつけるということも確かである。 
もっとも、ギャンブル性を強調することに関しては、パチンコ人気を背景にして射幸性
を高めた結果、顧客が経済的についていけなくなり、現在のパチンコ人口の減少を招いた
という苦い経験がある。また、現代においては、インターネットや携帯電話などを通じた
娯楽が普及しており、顧客の選択肢が多様化している。また、カジノ開設に伴って、依存
症問題をはじめとしたパチンコの諸問題に注目が集まっており、それを受けて、パチンコ
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の射幸性を低下させる規制が取られている。さらに、低貸玉営業が広く普及しており、一
定数の顧客が低貸玉営業を求めているという状況にあり、パチンコホール側としても、顧
客側としても、ギャンブル性を抑えたパチンコを楽しむ素地がある。 
このような状況の中で、ギャンブル的なおもしろさを顧客に体感させながら、同時に、
癒しや幸福感、自尊心の充足などを与えて、時間消費型レジャーとしての社会的価値を提
供するためには、コスト管理を中心とした経営体制の確立が不可欠である。すなわち、ギ
ャンブル的なおもしろさを顧客に体感させるということは、顧客に大当たりをたくさん経
験させることである。当然ながら、大当たりをたくさん経験させれば、パチンコホール側
としては利益が低下していくことになる。パチンコホール間の競争が激化している中で、
顧客により多くの大当たりの経験をさせるためには、いわゆるパチンコ業界価格から脱却
し、出店費用や遊技機入替費用、営業固定費などを精査し、コスト管理を厳格に行う経営
体制が必要である。このような経営体制の確立によって顧客に多くの大当たりを経験させ
ることができれば、新規顧客の獲得や休眠顧客の掘り起こしも含めて、さらなる集客に繋
がり、それによって安定的な利益を確保することができれば、さらに顧客に還元して大当
たりを体験させることができるという正のスパイラルを形成することができる。そして、
そのようなスパイラルの下、多くの顧客を集客し、その顧客に多くの大当たり体験を提供
することできれば、顧客の経済的負担が低下し、身近に遊べる娯楽として、社会における
パチンコに対する親しみやすさを向上させることができるものと考える。 
顧客に対して癒しや幸福感を与え、自尊心を充実させつつ、以前よりも大幅に改善され
た施設や付帯サービスの下、時間消費型レジャーとしてパチンコを捉え、同時に、多くの
大当たり体験を提供して社会におけるパチンコに対する親しみやすさを向上させることに
よって、パチンコは、進化した形の身近な大衆娯楽としての再評価を受け、社会において
必要とされる存在になり得るものと考える。 
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図表７－３：修正仮説① 
初期仮説① 
 
 
 
     修正仮説① 
 
 
（出所）筆者作成 
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第二節 新業態または新規事業の創造可能性についての考察 
 
仮説② 
経営資源の転用によって、パチンコホール経営会社は新業態または新規事業を創造し、
地方経済の活性化に寄与することができる。 
 
インタビューを通じて検証してみると、新業態や新規事業を行っているパチンコホール
経営会社は必ずしも多くなかった。また、新業態や新規事業を行っているパチンコホール
経営会社も、ホテルや不動産、飲食など、進出が容易な事業を立ち上げたり、たまたま持
ち込まれた案件をきっかけに新規事業を始めたりといった程度のものであり、地方経済の
活性化に繋がるようなイノベーティブな取組を行っている企業は見当たらなかった。むし
ろ、規制の問題および業界構造の問題を原因にして、経営資源の転用による新事業や新規
事業が難しい現実が明らかになった。 
一方で、パチンコホール経営会社が厳しい経営環境にあるからこそ、業界の寡占化が進
み、規制の問題や業界構造の問題をクリアできる可能性が示唆された。 
以下、パチンコホール経営会社による新業態や新規事業について、阻害要因および推進
要因について考察する。 
 
第一項 阻害要因１（規制） 
パチンコホールは、「善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、及び少年の健全な育成に
障害を及ぼす行為を防止するため」（風俗営業適正化法第 1条）、風俗営業適正化法の規
制を受ける。すなわち、パチンコホールは、風俗営業適正化法第 2条第 1項第 4号におい
て、「まあじやん屋、ぱちんこ屋その他設備を設けて客に射幸心をそそるおそれのある遊
技をさせる営業」として風俗営業とされている。そして、主だったものだけでも、以下の
ような規制がなされている41。 
 
 
                                                 
41 韓(2018)は、パチンコ産業の巨大市場への発展における規制のプラスの意味合いの一つとして、「複合的な不
安定要素を取り除いたのが外的ショックとしての規制ではあったが、安定的な収益基盤の確保による計画性のあ
る事業への転換は、射幸性が抑えられた上で、経営ノウハウの蓄積によって実現できた。規制は、ホール経営の
持続的な収益を作り出すノウハウの蓄積を可能にする前提条件を与えた」と分析する。 
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①遊技料金（法第 19条、施行規則 36条第 1項第 2号） 
パチンコ 玉 1個につき 4円に消費税等相当額を加えた金額以下 
パチスロ メダル 1枚につき 20円に消費税等相当額を加えた金額以下 
②現金等の賞品としての提供、賞品の買取（法 23条） 
③18歳未満の客としての入店（法 22条 1項 5号） 
④営業時間の制限（法 13条） 
午前 0時から午前 6時までの営業禁止 
都道府県は条例でさらに営業時間を制限することが可能 
⑤広告規制（法 16条） 
その営業につき、営業所周辺における清浄な風俗環境を害するおそれのある方法で広
告又は宣伝をしてはならない。 
⑥遊技機の規制（法 20） 
⑦遊技機の変更（法 20条、施行規則 19条） 
 
このような規制に関しては、風俗営業適正化法の他、同法の施行令や施行規則があり、
また、都道府県の条例も定められている。加えて、警察庁は、風俗営業適正化法、同法の
施行令や施行規則の解釈と運用に関する担当行政庁の有権解釈として、「風俗営業等の規
制及び業務の適正化等に関する法律等の解釈運用基準について（通達）」（平成 30年 1月
30日付け警察庁丙発第 2号、丙少発第 3号）を設けて公表している。 
これらの法令や解釈運用基準があるものの、現実に次々と生じるすべてのケースについ
て解釈運営基準を設けることは現実的に不可能である上、解釈の余地を完全に排除するこ
ともできないため、担当所轄署ごとに解釈や運用が異なることがある。また、個々のケー
スについて担当者が単独で判断することもあり、それについての引継ぎがなされないこと
もあるので、担当者ごとに結論や対応が異なる場合もある。 
そのため、規制を受ける側であるパチンコホール経営会社としては、担当所轄署や担当
者の考えを忖度しながら、目立つような行動を控える傾向にある。したがって、パチンコ
ホール経営会社がイノベーティブな新しい取組を行うことは容易ではない。 
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第二項 阻害要因２（業界構造） 
遊技機には検定期間および認定機関が設けられており、一定期間を経過した遊技機は撤
去せざるを得なくなる。また、新しい遊技機を設置することは、集客のための一つの重要
な手段となっている。そのため、パチンコホール経営会社は、定期的に一定数の遊技機を
遊技機メーカーから購入し、遊技機の入替を行う必要がある。 
パチンコホール経営会社のうち、最大手である株式会社マルハンでも、設置遊技機数で
いうと全国の 6%程度のシェアに過ぎないため、パチンコホールと遊技機メーカーのパワー
バランスとしては、販売側の遊技機メーカーが強く、購買側のパチンコホール経営会社の
立場が弱いという業界構造になっている。そのような業界構造を背景にして、遊技機の価
格は徐々に上がり続けており、現在、1 台当たり 40 万円程度と高額な状態である。パチン
コホールとしては、その高額な遊技機代を回収するためには、顧客に遊ばせながら、一定
の利益を確保しなければならない。特に、低貸玉営業の場合、営業コストの管理を徹底す
るとともに、一定の顧客を集客して稼働率を上げなければ、高額な遊技機代を回収するこ
とができない。このような状況の中、パチンコホール経営会社がイノベーティブな新しい
取組をしようとしても、高額な遊技機代の回収という壁に妨げられてしまう状況にある。 
この点、遊技機メーカー側としては、以下のような事情がある。すなわち、昨今、顧客
は、アニメやドラマなどのコンテンツを使用した遊技機や優れたデジタル映像を組み込ん
だ遊技機を好む傾向があるところ、そのような遊技機の開発に必要な版権使用料やデジタ
ル映像制作費などの原価が高騰している。また、開発した遊技機が一般財団法人保安通信
協会の検定を通過できるかが必ずしも明確でない上42、発売した遊技機が一定の人気を得て
予想販売数を達成できるかも不透明である。また、近年、人気を得ることができなかった
遊技機については、非常に短いサイクルで市場から淘汰される傾向にある。加えて、パチ
ンコホール経営会社は定期的に遊技機の入替を行わなければならないため、遊技機の価格
設定が高くても一定数は売れる状況にある。そのような中で、特に、大手の遊技機メーカ
ーは株式上場している企業が多いため、遊技機の価格が高くても当該遊技機が売れる以上、
株主利益のために高い価格で販売することが当然である。このように、遊技機メーカーの
立場からすると、遊技機の開発に伴うコストおよびリスクに鑑みると、遊技機の価格を下
                                                 
42 例えば、平成 30年 1月から 11月にかけて型式試験の結果書交付がなされた 617件のうち、適合判定は 306
件に過ぎない（一般財団法人保安通信協会「平成 30年 11月の型式試験等状況」） 
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げることができず、また、パチンコホール経営会社が高い価格で遊技機を購入する以上、
価格を下げる必要もないという状況にある。 
 
第三項 寡占化による影響 
パチンコホール経営会社の厳しい経営環境を背景にして、倒産や廃業、M&A などによっ
てパチンコ業界から撤退する企業が相次いでいる。一方で、ある程度の規模を持ち、一定
以上の資金力があるパチンコホール経営会社は、このような状況をチャンスと捉えて、店
舗数を伸ばそうとしている。実際、近年、M&A や居抜き物件による出店が増えている。パ
チンコホール経営会社の最大手の一つである株式会社ダイナムは、店舗シェア 10%を目指
して、1000 店舗を一つの目標としている。 
パチンコホール経営会社は、現在、その多くが中小企業であるところ、今後、このよう
な寡占化が進むことによって、パチンコ業界に様々な影響を与えるものと考える。 
一つには、広告や社会貢献活動などを通じて大規模なイメージアップ戦略を取りやすく
なり、また、パチンコホール経営会社が政治や行政に対して働きかけをしやすくなる。パ
チンコ業界は、日本社会に根差した巨大産業となっており、納税や雇用確保によって日本
経済に貢献している上、多くの顧客がパチンコを楽しんでいる現状にあるため、現在のよ
うな厳しい規制をいつまでも継続させてパチンコ産業自体を潰してしまうようなことは考
えにくい。むしろ、パチンコホール経営会社の寡占化が進み、社会におけるイメージアッ
プを図り、かつ、政治や行政に対する働きかけを進めることによって、パチンコ業界に対
する規制緩和の流れを生むことができる可能性が高まるものと考える。 
二つ目には、パチンコホール経営会社と遊技機メーカーとの関係性が変化することが考
えられる。寡占化によって市場シェアを伸ばしたパチンコホール経営会社がより強い購買
力を有するようになると、遊技機メーカーとしてもそのようなパチンコホール経営会社を
軽視することができなくなり、むしろ、パチンコホール側が主導して遊技機の売買がなさ
れるようになるものと考える。その結果、遊技機の価格が低下するものと思われ、パチン
コホール経営会社は、遊技機入替費用を抑えて、顧客により多くの大当たりを経験させる
経営を行ったり、新業態や新規事業を創造したりすることが可能になる。 
寡占化によってパチンコホール経営会社の購買力が強まることによって、遊技機メーカ
ーとしても、高コスト体質を改善していくことが求められる。すなわち、現在、遊技機メ
ーカーは、全国に営業所を設置し、営業社員を配置しているが、商材である各遊技機の性
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能は一定なのであるから、メンテナンスなど、最低限の対応をする社員を置いた上で、通
常の販売についてはコールセンターなどでの一括対応方式に変更することも検討すべきで
ある。また、顧客から見える部分については遊技機メーカーごとの特徴を活かして差別化
を図る一方で、遊技機内部の共通部材については、遊技機メーカー同士で共同開発・共同
製造を行えば、遊技機の開発および製造のコストを低下させることができる。この点、株
式会社サミーと株式会社株式会社ユニバーサルエンターテインメントは、2016 年 3 月、「両
社が持つハードウェア分野のノウハウを最大限に活用し、遊技機のユニット・部品のプラ
ットフォーム化を視野に入れ、永続的に協業を推進していくことを目的として」43、50%ず
つの出資で合弁会社（株式会社ジーク）を設立した。いまだ、このような動きが一般化し
ているとはいえないが、今後、遊技機メーカー同士の協力などをによるコスト削減など、
現在までの業界常識から離れた経営改善を図っていくことが期待される。 
 また、既に一部では取組が始まっているが、パチンコホール経営会社と遊技機メーカー
が共同で遊技機を開発する PB 遊技機の取組がさらに増えてくるものと考えられる。遊技機
メーカーとしては、パチンコホール経営会社は、顧客と日常的な接触があり、顧客や遊技
機に関する様々な生のデータを持っているため、そのようなデータを活用すれば、顧客の
好みに合った遊技機を開発しやすくなる。また、ある程度以上の規模を有するパチンコホ
ール経営会社とアライアンスを組むことによって、共同開発した遊技機について当初から
一定数の受注が見込めることから、遊技機開発におけるリスクを低減することができる。
一方、パチンコホール経営会社としては、遊技機の開発において遊技機メーカーが負うリ
スクを低減することによって、遊技機の価格を下げることができる。また、自社の戦略や
メイン顧客に合致した遊技機を開発して設置することができ、さらには、共同開発の遊技
機にブランド力が付いてその遊技機を好む顧客が増えてくれば、顧客の囲い込みにも繋が
る可能性がある。このように、パチンコホール経営会社と遊技機メーカーの共同による PB
遊技機の開発は、両社にとってメリットが大きいことから、今後、拡大していくものと思
われる。 
加えて、上記のような寡占化の影響は、個々のパチンコホール経営会社の市場シェアが
拡大することによっても生じるが、寡占化が進む中で、一定規模以上のパチンコホール経
                                                 
43 https://www.sammy.co.jp/japanese/news/2016/503.html参照。 
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営会社がパチンコ業界に関する共通の理念や将来像を持ち、可能な範囲で連携するように
なれば、パチンコ業界全体に与える影響は、さらに大きいものになる。 
以上のように、パチンコホール経営会社の寡占化が進むことは、新業態や新規事業の阻
害要因となっている規制や業界構造の問題を除去する要因となり得るものといえる。 
 
第四項 推進要因１（利益率の低下） 
事例研究を行う中で、新規事業を行わない理由として、経営が好調なパチンコホール経
営会社において、新規事業に資金や人材を振り分けるよりも、パチンコホールに集中投資
した方が多くの利益を得られるという指摘が幾度となくあった。実際、競争力を有してい
るパチンコホールは、いまだ高い利益率を享受している。 
しかしながら、パチンコホール経営会社の経営環境が年々厳しくなっていている上、パ
チンコ人口も減少しており、パチンコホール間の競争が激化している。また、低貸玉営業
や射幸性が低下した遊技機が拡大しているところ、元々、利益を確保しにくい低貸玉営業
が市場において飽和状態となっており、そこでも競争も激化している。そのため、パチン
コホールの利益率は今後とも引き続き低下していくことが予想される。一方、昨今の起業
ブームの中、新規事業を行うための人材や投資環境は社会において整備されつつある。 
このような状況からすると、パチンコホール経営会社が経営資源を転用して新業態や新
規事業に取り組む必要性が高まるとともに、その実現可能性も向上していくものと考えら
れる。 
 
第五項 推進要因２（新技術の導入） 
昨今の科学技術の発展は、パチンコホール経営会社が新業態や新規事業を推進する要因
になりうる。例えば、電子マネーの導入や遠隔方式でのパチンコ遊技の実現などによって、
新業態が生まれる可能性がある。また、AR 技術などを導入することによって、新しいパチ
ンコ遊技の方法が生み出される可能性もある。また、各パチンコ顧客の遊技頻度や消費金
額などをブロックチェーン技術を用いて管理すれば、顧客情報の管理や分析に用いること
ができる他、依存症問題についての実態調査や遊技制限などにも利用できる可能性がある。 
パチンコには風俗営業適正化法を中心とした規制が存在するため、新たな科学技術が登
場したからといって、すぐにパチンコ業界に取り入れられるものではない。しかしながら、
前述のとおり、寡占化を背景にして規制緩和の可能性が考えられるところ、そのような規
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制緩和の流れを推し進めながら、科学技術の発展を積極的に取り入れることによって、パ
チンコホール経営会社が経営資源を転用して新業態や新規事業を創造することができる可
能性が高まるものと考える。 
 
第六項 まとめ 
パチンコホール経営会社の経営資源の転用によって新業態や新規事業を創造し、地域活
性に繋がるイノベーションを引き起こすためには、上記のとおり、風俗営業適正化法など
に基づく規制と中小規模の企業が多いために遊技機メーカーに対する購買力を持ちにくい
という業界構造が阻害要因になっていることが明らかになった。しかしながら、現在の厳
しい経営環境の中、パチンコホール経営会社の寡占化が進みつつあるところ、それによっ
て、規制緩和や業界構造の変化が引き起こされ、新業態や新規事業の創造についての阻害
要因が除去されるものと考える。 
また、新業態や新規事業の創造は、資金的余裕のあるパチンコホール経営会社を中心に
始まる可能性が高いところ、そのような企業においては、利益率が高いパチンコホール業
に集中投資を行い、新業態や新規事業に投資を行わない傾向にあった。しかしながら、低
貸玉営業の拡大や規制による遊技機の射幸性低下によって、パチンコホールの経営によっ
て得られる利益率が低下していくことが予想されることから、パチンコホール経営会社が、
より積極的に新業態や新規事業に取り組むようになるものと思われる。また、起業ブーム
の中、そのような人材や投資環境なども社会に整いつつあることも、パチンコホール経営
会社による新業態や新規事業の創造の後押しになるものと考える。加えて、昨今の科学技
術の発展により、パチンコに導入可能な新しい技術も開発が進みつつあるところ、前述の
規制緩和とも相まって、パチンコホールの新業態や新規事業の創造に繋がるものと考える。 
以上のような要因によって、パチンコホール経営会社の経営資源転用による新業態や新規
事業が創造され、地方経済の活性化に繋がるようなイノベーティブな取組を行うことが可
能であると考える。そして、そのようなイノベーティブな取組を行うチャンスを逃さない
ために、パチンコ業界においてはもちろん、業界外においても、情報収集などのアンテナ
を張って、パチンコの新業態や新規事業に繋がるものに常に目を向けておく必要があると
考える。  
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図表７－４：修正仮説② 
 
     初期仮説② 
 
 
 
     修正仮説② 
 
 
（出所）筆者作成 
 
第七項 具体例の検討 
パチンコホール経営会社の経営資源転用による地方経済の活性化に繋がる取組の例とし
て、以下のようなものが考えられる。 
なお、現状の規制などを考慮すると、イノベーティブな発想には繋がらない。そのため、
以下では、現在の状況における実現可能性については基本的に考慮することなく、パチン
コホール経営会社の経営資源と地域経済の活性化に繋がる取組との関係に焦点を当てて考
え得る方策について検討する。 
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①健康（衣食住、高齢化、過疎化など） 
地方において、高齢化は重大な課題の一つである。また、核家族化が進んでいるとと
もに、地域経済の落ち込みに伴って子ども家族は都市部で就職して生活しているケース
も多い。そのため、高齢者のみの世代も増えており、さらには、高齢者の一人暮らしも
増えている。 
そこで、パチンコホールが高齢者の安否確認の役割を果たすことが考えられる。パチ
ンコホールへの来店を促すことで、高齢者のコミュニティーが形成され、さらに、安否
確認のシステムを導入することによって、当該高齢者の子どもなどに安否情報（来店情
報）を提供することができる。高齢者の来店について、遊技をするかどうかは問わず、
また、店舗外の駐車場でもいいので、気楽に集まってもらうためのスペースを設けるな
どして、高齢者を誘引することが考えられる。 
また、パチンコホールに老人ホームを併設することが考えられる。パチンコホールに
は大きな駐車場がある上、パチンコという娯楽を提供できる。店舗に来店してもらうだ
けでなく、換金をせずに一つのゲームとして遊技機を老人ホームに設置することで、娯
楽を提供するとともに、認知症予防の効果も期待できる44。 
 
②育児・教育 
地方において、子どもを預けられる場所の確保や都市部との教育格差の解消は大きな
課題である。 
パチンコホールの広い駐車場を利用して、託児所を設置することが考えられる。パチ
ンコホールは夜遅くまで営業しており、それに合わせて託児所も夜遅くまで営業するこ
とで、共働き世帯や働くシングルマザーにとって便利な施設になり得る。 
また、アフタースクールや学習塾の設置も考えられる。夜遅くまで明るい上、車で迎
えに来る親にとっても利便性が高い。 
 
③地域の触れ合い促進 
地方においても、以前より世帯間の触れ合いが希薄となっている。しかしながら、地
                                                 
44 遊技機メーカーである豊丸産業株式会社は、福祉利用向けに遊技機「トレパチ！」を開発しており、大手パ
チンコホール経営会社である株式会社ダイナムは、「トレパチ！」を特別養護老人ホームなどに持ち込んでパチ
ンコ体験会を開催している。 
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方こそ、地域の触れ合いを促進し、生活共助を図ることが容易である。 
パチンコホールにおいて、公民館的な役割を果たせる可能性がある。地域に関する情
報発信や各種コミュニティーの形成、会議室や休憩室の提供などが可能である。また、
防災訓練や地域のお祭り、マラソン大会などの地域イベントの際に、駐車場を開放する
などの貢献が可能である。 
また、自然災害の頻発を背景にして、パチンコホールで災害備蓄をしたり、災害時の
避難所として開放するための施設を設けたりするケースがみられる。パチンコホールに
よっては、本格的な発電機やその稼働のための燃料まで備蓄するケースもある。パチン
コホールは、巨大な店舗建物と広い駐車場を有していることから、災害備蓄や災害時の
避難の場所として活用可能であるから、このような取組を拡大していくことが考えられ
る。 
また、地方発のスタートアップが増えているところ、地方での知名度や経済界との繋
がりを有し、また、一定の資金力も有するパチンコホール経営会社が、当該地方のスタ
ートアップを支援する仕組みを作ることも可能である。具体的には、投資家としてのス
タートアップ支援、インキュベーション施設の設置、ビジネスプランコンテストの開催
などが考えられる。 
 
第８章 結論および本研究の限界 
第一節 パチンコ産業が目指すべき将来像 
本研究において、パチンコホール業界の現状を概観した上で、先行研究および新業態
や新規事業に関する検討に基づいて、二つの初期仮説を設定した。そして、対象企業の
インタビューによる事例研究を通じて考察を行い、初期仮説の修正を行った。その結果
を踏まえて、以下、パチンコ産業が目指すべき将来像について考察する。 
パチンコ産業が将来に向けて存続および発展するためには、娯楽産業として社会に価
値を提供し、社会から必要とされる存在にならなければならない。しかしながら、パチ
ンコ産業に対するマイナスイメージは、パチンコが誕生して以来、継続しており、現在
においても、社会において根強く残っている。そして、そのようなマイナスイメージが、
様々な経営課題の要因となっており、また、規制強化の遠因ともなっている。 
しかしながら、修正仮説①で示したとおり、パチンコは、癒しや幸福感、自尊心の充
足を目的とした時間消費型レジャーとしての社会的価値を提供することと、厳格な経営
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体制の確立によって顧客に対して多くの大当たり体験を提供して社会における親しみや
すさを向上させることによって、進化した形での身近な大衆娯楽として社会における存
在価値を再定義することができる。そして、そのことによって、ストレスにあふれた現
代社会において、広く大衆に対して楽しさを提供する存在として、パチンコのイメージ
回復が図れるものと考える45。 
また、修正仮説②で示したとおり、パチンコホール経営会社による新業態や新規事業
の阻害要因となっている規制および業界構造は、パチンコホールの寡占化が進むことで
克服され、また、パチンコホールの利益率の低下や新しい科学技術の導入という推進要
因を背景に、豊富な経営資源の転用によって新業態や新規事業を創造し、地方経済の活
性化に繋がる地域イノベーションを起こすことが可能である。そのような地域イノベー
ションの担い手となることによって、パチンコホール経営会社が注目を浴び、社会から
評価される存在になり得る。その結果として、パチンコ産業は、納税や雇用の確保はも
ちろん、その他の様々な面でも日本経済の担い手の一つとして認知されるものと考える。 
一般的に、現在、パチンコ産業の経営環境は非常に厳しいと言われている。実際、パ
チンコ産業の市場規模は縮小し続けており、パチンコホール経営会社の数も減少を続け
ている。一方で、パチンコは社会に根差した身近な娯楽となっており、一定のパチンコ
顧客が存在することから、市場規模の縮小もいずれかの時点で落ち着くものと思われる。
また、立地や財務体質などの条件が整っているパチンコホールは、パチンコ業界価格か
ら脱却し、遊技機入替費用や広告宣伝費などについて厳格なコスト管理を行うことがで
きれば、一定の利益を確保し得る業種である。実際、大手および中規模のパチンコホー
ル経営会社は、現在の経営環境をチャンスと捉え、新規出店だけでなく、経営が苦しい
パチンコホールについての M&A や居抜き物件の取得を通じて、店舗数を増やそうとし
ている。このような動きによって市場の寡占化が進めば、パチンコ業界のイメージアッ
プなどの施策が取りやすくなり、規制緩和や業界構造の変化に繋がる可能性が高まると
思われる。そして、そのような流れの中で、例えば、パチンコ業法の制定によって、パ
チンコ業界の最大の懸案の一つである換金問題についても解決が図られる可能性がある。 
以上のように、パチンコ業界の現状を詳細に分析してみると、競争激化と業界再編の
中で淘汰される一定数のパチンコホール経営会社が存在する一方、きちんとした経営体
                                                 
45 鍛冶(2015)は、「パチンコ業界の健全化の進捗度と業界全体の情報公開の程度が、パチンコ業界に対する社会
的イメージ向上の要点とな」るとする。 
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制を整えて拡大するパチンコホール経営会社も存在することが明らかとなった。したが
って、パチンコホール経営会社としては、パチンコ業界やそれを取り巻く経営環境の動
向に注視しつつ、自社や営業地域に合致した経営戦略の策定、将来展望が見込めない不
採算店舗の撤退、財務体質の改善、厳格なコスト管理などの地道な経営改善を推し進め、
昔ながらの中小企業としての体質から脱皮して、厳しい競争環境においても生き残るこ
とができる企業体質を備えることが急務である。そして、そのような企業体質を備えた
パチンコホール経営会社にとって、現在および将来のパチンコ産業は、一定の収益を確
保することができる魅力的な市場であり、将来にわたって継続的な発展が期待できると
考える。 
 
第二節 カジノ開設の影響 
カジノ開設によるパチンコ産業への影響については、様々な見方があるが、パチンコホ
ール経営会社の経営者の立場からすると、パチンコホールの集客には影響が生じないとい
う見方が大勢である。当初、開設されるカジノが日本全国で 3 ヶ所に過ぎず、カジノに行
くためには時間と費用46がかかる上、パチンコとカジノでは客層が異なるということが主な
理由である。 
 
図表８-１ カジノ開設の影響まとめ 
マルハン カジノは地域がある程度限定されるので大きな影響はないと思う。 
規制強化や両者のすみ分けなど、いろいろな影響は生じると思う。 
ダイナム パチンコ業界への影響はないと思う。 
射幸性の低下や依存症に対する取組が求められると思う。 
ユーコー パチンコ顧客がカジノに奪われるということはないと考えている。 
パチンコに関する様々な問題の解決に向けたスタートになる可能性がある。 
合田観光商事 パチンコ業界には大きな影響はないと考えている。 
三公商事 ヘビーユーザーが奪われるなど、一定の影響を与える可能性があると考える。 
大原興商 パチンコ業界には影響が生じないものと考える。 
三徳実業 どのような影響が生じるのかは、国や行政の動きを注視していく必要がある。 
東亜 新規顧客や休眠顧客の掘り起こしがなされる可能性がある。 
                                                 
46 カジノまでの交通費の他、入場料として 6000 円を徴収することになっている。 
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三洋物産 2,3 ヶ所のカジノが設置されるということであれば影響は少ないと思う。 
（出所）筆者作成 
 
この点、パチンコ顧客は、日頃の生活範囲に存在し、気軽に訪れることができる娯楽と
してパチンコを捉えている。そのため、費用や時間をかけてカジノに行くよりは、身近な
パチンコホールで手軽に楽しみたいという欲求の方が強い。また、パチンコを癒しや幸福
感、自尊心の充足を求める時間消費型レジャーとして捉えれば、非日常の娯楽であるカジ
ノよりも、日頃から頻繁に通うことができ、店舗や常連同士でコミュニティーを形成して
いるパチンコホールの方が顧客に好まれると考える。 
確かに、パチンコの超ヘビーユーザーについては、元々、ギャンブルに対する欲求が強
いことから、パチンコを離れて、カジノに誘引されることが考えられる。しかしながら、
そのような超ヘビーユーザーはごく一部に限られるのであり、パチンコは日本に根差した
娯楽として広く支持を集めている。したがって、集客という面でいえば、カジノ開設によ
るパチンコ業界への影響は極めて限定的であると考える。 
一方で、カジノ開設の影響によって、パチンコ業界に対する規制が強まる可能性がある。
換金問題を含めて、現在までパチンコ業界において曖昧にされてきた様々な問題について、
カジノ開設を契機にしてきちんと整理していこうという機運が高まっており、政府として
も、カジノを確実にコントロール下に置くと同時に、同じギャンブルとしてパチンコ業界
に対してもきちんとした対応を求めていくものと思われる。このような流れの中で、規制
強化によってパチンコホール経営会社の経営環境がさらに悪化する可能性も否定できない
が、一方で、パチンコ業界におけるグレーな部分が明確になっていくことによって、パチ
ンコ業界に関する法的な枠組みが明確となり、また、パチンコに対する社会のイメージが
回復することによって、パチンコ業界全体にプラスに働く可能性があるものと考える。 
また、規制はパチンコ業界の宿命であるため、パチンコホール経営会社としては、変化
する規制の下でどのように経営を行っていくのかが重要である。今後の規制の方向性を把
握しつつ、規制の強化や変化に対応できるだけの経営体制や財務体制を整えていくことが
重要である。パチンコホールの競争が激化しており、経営が苦しいパチンコホールも多く
なっている今だからこそ、経営体制や財務体制を整えられる企業が生き残りを図ることが
できるものと考える。そういう意味では、パチンコホールが淘汰されて寡占化が進む中で、
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カジノ開設による環境の変化は、一部のパチンコホール経営会社にとってはチャンスと捉
えることが可能である47。 
また、カジノ開設をきっかけの一つとして、社会において依存症問題が提起されている。
依存症は、携帯電話やゲーム、アルコールやタバコ、買い物など、多くの対象が存在する
が、現在、カジノ開設に伴ってギャンブル、特にパチンコの依存症問題に大きな注目が集
まっている。パチンコ業界が身近な娯楽として健全に継続および発展していくためには、
依存症問題への対策は必須である。しかしながら、現在、社会において提起されている依
存症問題は、パチンコ、ひいてはギャンブルのマイナス面のみを強調することを主眼とす
るものが多く、実態に即した個別具体的な分析に基づく議論はあまり見られない。すなわ
ち、依存症をどのように定義するのかが曖昧であり、また、どのような依存症の人がどれ
くらいの数や割合で存在するのかの実態的な調査もきちんとなされているとはいえない。
依存症問題に対して効果的な対策を行うためには、依存症の実態や程度に応じた対策が必
須である。病的な依存状態にある者に対しては、生活に支障を来さないように即時の対応
が必要であり、また、治療の観点から、病的な依存状態を抜け出すための取組が欠かせな
い。次に、現在は自分をコントロールすることができているが、今後、場合によっては病
的な依存状態に移行する可能性のある依存症予備群に関しては、現在の状況を維持し、病
的な依存状態に移行しないための予防的な対策を施す必要がある。一方で、大部分のパチ
ンコ顧客は、自己をコントロールしながらパチンコを楽しんでおり、依存症とはいえない
層であるが、そのような者たちが娯楽としてパチンコを楽しむ権利を奪うような過度な制
約をかけないようにしなければならない。このような問題点を認識した上で、政府および
パチンコ業界、精神医学の専門家らが現状についての調査をきちんと行い、客観的な立場
で分析を行うことが重要である。 
また、カジノ開設後の影響として、ギャンブル全体への批判が強まり、その矛先がパチ
ンコにも向くことが危惧される。すなわち、カジノが開設されると、カジノにのめり込み、
財産を失うなどの状況に陥る者が出現することが予想され、そうした場合に、ギャンブル
に対して根強く反対する層を中心に、ギャンブル全体への批判が高まることに繋がりかね
ない。そうなった場合、政府の肝煎りでスタートし、また、当初、日本全国に 3 ヶ所のみ
                                                 
47 鍛冶(2015)も、「カジノ導入に関する議論が盛り上がれば、比較材料として必然的にパチンコが取り上げられ
ることは間違いなく、それ故にパチンコの制度的位置づけを明確にすることが不可欠であり、そのことは同時に
業界健全化の実現を進めることにも貢献する」とする。 
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に設置されるカジノに対してではなく、身近に多数存在するパチンコホールに対しての風
当たりが強まるおそれが否定できない。パチンコ業界としては、そのような事態を避ける
ためにも、現在行っている依存症対策48に継続的に取り組みつつ、客観的な調査および分析
をさらに進め、実態に即した効果的な依存症対策を広げていくことが必要である。加えて、
そのようなパチンコ業界の取組について、社会に対して積極的にアピールしていくことも
必要であると考える 
 
第三節 本研究の限界 
本研究は、パチンコホール経営会社による社会的提供価値について検証し、パチンコ
産業の将来像とその展望について考察するものであるが、以下のような限界がある。 
一つ目に、筆者は、パチンコ産業に直接的に従事する者でない点である。実家の家業
がパチンコホール経営であり、また、自身の弁護士業のクライアントや知人としてパチ
ンコ産業に従事する者を広く知っているが、自身が直接従事していないため、パチンコ
業界の知識や習慣、業界常識などについて疎い部分は否定できない。本研究を進めなが
ら折に触れてパチンコ産業に従事する方から多くのアドバイスを得ることができ、また、
筆者がパチンコ産業に直接従事していないからこそ、業界常識に捉われずに検証・考察
できるという利点があることは確かであるが、業界の知識や習慣、業界常識などを前提
にした詳細な分析となっていない点については、本研究における限界である。 
二つ目に、本研究で取り上げた分野における先行研究が非常に乏しい点である。本研
究は、筆者が早稲田大学経営管理研究科の修士論文として研究および執筆したものであ
るが、先行研究が非常に乏しい本分野について網羅的かつ緻密な研究を行うことは、能
力的にも時間的にも限界がある。この点、今後、筆者も継続的に研究を深めていく所存
であるが、他の研究者によっても多くの研究が進むことを期待している。 
三つ目に、あくまでもインタビューによる定性分析を中心としている点である。イン
タビューは、対象者の受け答えや態度などに応じて、考察を深めることができることが
利点であるが、定量的な裏付けに乏しいものとなる。また、本研究のテーマの性質上、
                                                 
48 パチンコ業界における依存症問題対策の取組として、2006年に特定非営利活動法人リカバリーサポート・ネ
ットワークが設立され、パチンコによる依存症問題に関する無料電話相談を行っている。また、セガサミーホー
ルディングス株式会社は、2018年 4月から 3年間、京都大学との間で、ギャンブリング行動の遷移に関するデ
ータの収集と分析を通じてギャンブル依存症のプロセス研究を共同で行うことを合意した。 
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考察のある程度の部分は筆者の主観に依存せざるを得なくなるため、結論について偏り
が生じるおそれも否定できない。 
 
第四節 まとめ 
本研究においては、パチンコホール経営会社による社会的提供価値およびパチンコホー
ル経営会社による地方経済の活性化について検討し、それを基に、パチンコ産業の将来像
とその展望について考察を行った。 
社会提起提供価値の再定義や地域経済の活性化を通じて、パチンコ産業に対するマイナ
スイメージを改善し、進化した形での身近な大衆娯楽として社会に必要とされる存在にな
り得ることを示した。 
また、パチンコホール経営会社が厳しい経営環境にあり、一定数の企業が淘汰されてい
く一方、市場の寡占化が進むことによって規制緩和や業界構造の変化が引き起こされ、き
ちんとした経営体制を備えたパチンコホール経営会社は、将来にわたって十分な発展可能
性を有することを明らかにした。 
加えて、今後、着実に進んでいくカジノ開設によってパチンコ産業にどのような影響が
生じるかについて検討し、予想される課題とその対策について考察を行った。 
本研究がパチンコ産業の発展に多少でも寄与するものになれば幸いである。  
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